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第 1章 計画の概要 

1.1 空家等対策計画とは 

「空家等対策の推進に関する特別措置法」（平成 27年 5月 26日施行）第 6条の規定に

基づき、市町村が空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、国の基本指針

に即して定める計画です。 

 

1.2 計画策定・改訂の背景 

少子高齢化の進展や人口減少社会の到来を受け、全国的に空き家が増加し、大きな社会

問題となっています。とりわけ、管理が不十分で老朽化が進んでいる空き家は、屋根や壁

等の落下や飛散、不法侵入や不法投棄、放火のおそれ等、防災、防犯、衛生、景観等の面

で大きな問題が懸念されます。 

この様な状況の中、「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下、「特措法」という。）

が平成 27 年 5 月 26 日に全面施行され、国として本格的に取り組むこととなり、市町村

においては「空家等対策計画」を定めることができることとなりました。 

特措法の全面施行を受けて、本町では、平成 28年 3月に「東員町空家等対策計画」を

策定し、空き家対策に取り組んできました。計画策定後 7年が経過したことから、その後

の社会経済情勢の変化、国の空き家対策の進捗、本町における空き家に関する状況変化と

施策の実施状況を踏まえて、計画を改訂することとしました。 

現時点での空き家率は全国平均及び県平均よりも低くなっていますが、昭和 50年から

60 年代にかけて笹尾・城山地区の大規模住宅開発によって建てられた家屋の建替え時期

が迫っていること、将来的な人口減少が予測され空き家の急増も懸念されることから、早

めの対策が必要であるとの認識に立ち、今般、本町の取り組むべき対策の方向性について

基本的な考え方を示す「東員町空家等対策計画」を改訂するものです。 

 

1.3 計画の枠組み 

（1）計画の位置づけ 

本計画は、特措法第 6条の規定を踏まえ、本町の空家等に関する対策を総合的かつ計

画的に実施するための計画として策定するものです。 

本計画は、本町の最上位計画である「第 6次総合計画」に即するとともに、各種関連

計画と連携し、予防から跡地利用までを視野に入れた各種対策の展開により、本町の活

力の維持・向上に資することとします。 

 

（2）計画の対象範囲 

平成 27年度及び令和 3年度に実施した空家等実態調査によると、空き家は町内全域

に点在していることから、「町全域」を計画の対象範囲とします。 
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（3）計画の期間 

本計画は、本町の空き家の対策について中長期的に取り組むものである一方、可能な

事項から迅速に対策を講じていく必要もあることから、計画期間を「令和 5年度から令

和 14年度までの 10年間」とします。 

なお、今後の社会情勢の変化、第 6次東員町総合計画（計画期間：令和 3〜12年度）

や東員町都市計画マスタープラン（目標年次：令和 7年度）等各種計画の変更、各種施

策の実施状況に応じ、適宜見直すこととします。 

 

（4）空き家の定義 

本計画で対象とする「空き家」は、特措法第 2条第 1項に定義されているものの他、

その跡地も含めるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 「空き家」の定義関係図 

 

  

居住その他の使用がなされていないことが常態の 

建築物 附属する工作物 

上記の敷地（立木その他の土地に定着する物を含む） 

特措法での「空家等」 

特措法定義の 

「空家等」の 

跡地 

本計画での「空き家」 

■空家等対策の推進に関する特別措置法 

（定義） 

第 2 条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属

する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが

常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を

含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管

理するものを除く。 
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第 2章 空き家の現状 

2.1 全国の空き家の現状、空き家を取り巻く社会情勢の変化 

（1）全国の空き家の現状 

住宅総数（約 6,240 万戸）は、総世帯（約 5,400 万世帯）に対し約 16％多く、量的

には充足(平成 30年時点)している状況です。 

 
図 2 全国の住宅総数と世帯数の推移 

資料：空き家の現状と課題（国土交通省） 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001429587.pdf 

 

住宅・土地統計調査（総務省）によれば、全国での空き家総数は 849万戸、空き家率

は 13.6％となり、いずれも過去最高となりました。 

空き家の種類別の内訳では、長期不在・取り壊し予定等の空き家である「その他の住

宅」が空き家総数と同じく過去最高の 349万戸（平成 30年時点）となっています。 

 
図 3 全国の空き家の現状（推移と種類別内訳） 

資料：空き家の現状と課題（国土交通省） 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001429587.pdf 
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参考 住宅・土地統計調査について 

住宅・土地統計調査（5年ごと）は、我が国の住宅とそこに居住する世帯の居住状

況、世帯の保有する土地等の実態を把握し、その現状と推移を明らかにする調査で、

総務省統計局が実施しています。 

 

◆調査の対象（平成 30年調査） 

調査単位区内から抽出した住宅及び住宅以外で人が居住する建物並びにこれらに

居住している世帯(１調査単位区当たり 17住戸、計約 370万住戸・世帯)  
 

◆調査時期（平成 30年調査） 

平成 30年 10月 1日午前零時現在。 
 

◆平成 30年調査における空き家の定義 

調査員が建物の外観の確認等により調査。 

 

二次的住宅 

別 荘：週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふだ

んは人が住んでいない住宅 

その他：ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりする

など，たまに寝泊まりしている人がいる住宅 

賃貸用の住宅：新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 

売却用の住宅：新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅 

その他の住宅：上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのた

め居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために

取り壊すことになっている住宅など（注：空き家の区分の判断が困

難な住宅を含む。） 

 
資料：平成 30 年住宅・土地統計調査（総務省統計局） 

https://www.stat.go.jp/data/jyutaku/index.html 
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（2）前計画策定以降の空き家対策に関連する法律等の改正等の動向 

①空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく基本指針及びガイドラインの変更 

国は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、特措法を施行しま

した。（平成 27 年 2 月一部施行、5 月全面施行）また、法第 5 条に基づき、「空家等

に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」（基本指針）法第

14条第 14項に基づき、市町村が「特定空家等」の判断の参考となる基準等及び「特

定空家等に対する措置」に係る手続について、参考となる考え方を示した「「特定空

家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針」（ガイドライン）

を定めました。 

基本指針、ガイドラインについては、法施行後の取組状況や地方公共団体からの要

望等を踏まえ、令和 3年 6月に改正されました。改正の内容は以下のとおりです。 

 

表 1 法施行後の取組状況や地方公共団体からの要望等を踏まえた基本指針及びガイドライン改正内容 

主な要望項目 主な要望・意見等の主な内容 
対応方針 

基本指針 ガイドライン 

市町村による

財産管理制度

の活用 

【市町村長への財産管理人選任請

求権の付与】 

○債権を有している空家等や特定

空家等でなくとも、市町村によ

る財産管理人の選任請求を認め

るべき 

○所有者等の所在を特定できない場合等にお

いて、市町村長による財産管理人の選任の

申立てを行うことが考えられる旨を明確化 

 

災害等の緊急

時の対応 

【緊急安全措置】 

○特定空家等に対する措置は重層

的であり、災害等緊急時に迅速

に代執行を行うことができない 

○災害が発生し、又はまさに発生しようとし

ている場合の災害対策基本法に基づく措置

について明記 

 

将来的に周辺

への悪影響が

予見される空

家等への対応 

【特定空家等に至る前段階の空家

等に対する措置】 

○適切な管理が行われておらず、

特定空家等に至るまで放置され

る可能性の高い空家等に対し、

特定空家等となる前段階での措

置が必要 

○また、そうした空家等の固定資

産税の住宅用地特例を解除でき

ればなお効果的 

○基本指針を改正

し、将来著しく保

安上危険又は著し

く衛生上有害な状

態となると予見さ

れる場合も含めて

特定空家等の対象

と判断し法に基づ

く措置を行うこと

により、固定資産

税等の住宅用地特

例の適用外となる

旨を明確化 

○ガイドラインを改

正し、将来著しく

保安上危険又は著

しく衛生上有害な

状態となると予見

される場合の判断

にあたり参考とな

る基準等を明確化 
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主な要望項目 主な要望・意見等の主な内容 
対応方針 

基本指針 ガイドライン 

所有者等の探

索方法及び国

外に居住する

所有者等への

対応 

【所有者探索基準の明確化、海外

居住者に対する措置】 

○所有者探索の程度が分からない

ため、基準を明確化してほしい 

○海外居住者への送達を規定して

ほしい 

- ○他法令における対

応を参考に、これ

までの法の運用の

実態も踏まえ、略

式代執行に際して

の過失なく措置を

命ぜられるべき者

を確知することが

できない場合の考

え方、国外に居住

する所有者等の調

査手法等について

明確化 

所有者等への

空家等の管理

に係る意識啓

発 

【所有者情報以外の固定資産税情

報の利用】 

○空家等所有者の空き家に対する

関心を引くために、所有者情報

以外の固定資産税情報（建築年

数、構造、面積等）の利用を認め

てほしい 

○空家等となること

が見込まれる住宅

の所有者等への適

切な管理について

の注意喚起の必要

性について明確化 

- 

地域の空家等

対策を支援す

る民間主体の

活用 

【地域の空家等対策を支援する民

間主体の活用】 

○空家等対策に取り組む NPO 法人

等との情報共有を円滑化すべき 

○地域の空家等対策

に取り組む NPO 等

の団体について協

議会の構成員の例

に加えるととも

に、専門的な相談

について連携して

対応することにつ

いて明記 

- 

代執行時の動

産の取扱い 

【代執行時の動産の取扱い】 

○代執行時の動産の取扱いを明確

化するため、一定期間保管すれ

ば売却可能とするような規定が

必要 

○特定空家等の代執

行時に動産等をそ

の措置に含める場

合の手続等につい

て明確化（R2.12 改

正） 

 

- 
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主な要望項目 主な要望・意見等の主な内容 
対応方針 

基本指針 ガイドライン 

一部が使用さ

れていない建

築物への対応 

【一部が使用されていない建築物

を法の対象に追加】 

○現行法の「空家等」は、建築物す

べてが不使用の場合と解釈され

ており、長屋の一住戸が不使用

の場合にも法を適用すべき 

- ○外見上はいわゆる

長屋等であっても

隣接する住戸との

界壁が二重構造と

なっている等の場

合には、法の対象

となる旨を明確化 

その他の改正

事項 

 

【借地の土地所有者への措置】 

○借地上の特定空家等に代執行を

行った場合、土地所有者は負担

なく更地を得るため不公平 

 

○所有者等の適正管

理に係る意識が希

薄となりやすい借

地等の場合につい

て、所有者等の意

識涵養や理解増進

の重要性を明確化 

 

○借地上の建築物等

の所有者等の所在

が特定できない場

合等は、敷地の所

有者等が利害関係

人として不在者財

産管理人等の選任

の申立てを行うこ

とも考えられる旨

を明確化 

 

【所有者多数の場合の対応】 

○所有者が多数の場合の探索や調

整に多大な労力がかかることか

ら、代表者の指定、無反応者の権

利制約等を可能とすべき 

○所有者等の適正管

理に係る意識が希

薄となりやすい所

有者等が多数であ

る場合について、

所有者等の意識涵

養や理解増進の重

要性を明確化 

 

○相続人多数の場合

について、相続人

の意向確認を行う

に当たり、例えば、

相続人のうちの特

定の者に連絡役を

依頼する方法等が

考えられる旨を明

確化 

資料：空き家の現状（国土交通省）を踏まえ作成 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001429587.pdf 
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図 4 ガイドラインの概要（令和 3年 6月改正） 

資料：空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針【概要】（国土交通省） 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001411706.pdf 

 

 
図 5 ガイドライン 

資料：「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）【概要】（国土交通省） 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001448325.pdf 
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②所有者不明土地の解消に向けた関係法律の制定や改正 
 

ア 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の施行・改正 

不動産登記簿等の公簿情報等を調査しても所有者が判明しない、又は判明しても

所有者に連絡がつかない土地である「所有者不明土地」の増加が見込まれ、公共事業

や民間主体による開発事業等の円滑な土地利用の支障になるとともに、周辺地域へ

の災害や害虫の発生等の悪影響の要因となっています。そのため、国は令和元年 6月

に、所有者不明土地の利用の円滑化及び土地の所有者の効果的な探索を図るため、

「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」を施行しました。 

 

 
図 6 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の概要 

資料：所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の概要（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/common/001249403.pdf 
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さらに、所有者不明土地の「利用の円滑化の促進」と「管理の適正化」について対

応を図るとともに、これらの取り組みを支える「推進体制の強化」のため、令和 4年

4 月に「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」が改正されました。 

 

 
図 7 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律の概要 
資料：所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律の概要（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/content/001480831.pdf 
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イ 土地基本法等の改正 

所有者不明土地や管理不全の土地が増加し、それに伴う生活環境の悪化、インフラ

整備や防災上の重大な支障となっていることを踏まえ、人口減少に対応して土地政

策を再構築すること等が必要です。このことから、令和 2 年 2 月に土地基本法等の

改正が行われ、周辺に悪影響を与えないよう土地の管理の重要性が明確化されまし

た。 

 
図 8 土地基本法等の一部を改正する法律案の概要 

資料：土地基本法等の一部を改正する法律案の概要（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001327352.pdf 
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ウ 民法等の一部を改正する法律、相続等により取得した土地所有権の 

国庫への帰属に関する法律の成立 

所有者不明土地の発生予防と利用の円滑化の両面から総合的に民事基本法制が見

直され、令和 3年 4月に「民法等の一部を改正する法律」と「相続等により取得した

土地所有権の国庫への帰属に関する法律」が成立しました。 

相続登記及び住所等の変更登記の申請義務化、所有者不明・管理不全の土地・建物

管理制度等の創設、共有者不明の共有物の利用の円滑化等が盛り込まれるとともに、

土地を手放すための制度（相続土地国庫帰属制度）が創設されました。中でも相続登

記及び住所等の変更登記の申請義務化は重要な改正でした。 

 

 
図 9 民法等一部改正法・相続土地国庫帰属法の概要 

資料：民法等一部改正法・相続土地国庫帰属法の概要（法務省）

https://www.moj.go.jp/content/001375975.pdf 

 

  

https://www.moj.go.jp/content/001375975.pdf
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また、その他、越境した竹木の枝の切取りに関する規定が改正され、従来は竹木の

枝が境界を越境した場合であっても、竹木の所有者しか伐採できませんでしたが、竹

木を越境された側の土地の所有者や竹木の共有者が対応できる範囲が拡大しました。 

 
図 10 「越境した竹木の枝の切取り」に関する民法の改正内容 

資料：民法の改正（所有者不明土地等関係）の主な改正項目について（法務省）

https://www.moj.go.jp/content/001360820.pdf 
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③空き家に関する税制改正 

「空家の除却等を促進するための土地に係る固定資産税等に関する所要の措置」

（平成 27年度税制改正）に加え、「空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家

の譲渡所得の 3,000 万円特別控除）」が平成 28 年度の税制改正によって加えられま

した。 

この結果、一定の要件を満たせば、空き家を譲渡した所有者の税負担が軽減される

ようになり、空き家の譲渡に対するインセンティブが付与されるようになりました。

（本特例措置の適用は令和 5年 12月 23日までとなっています。） 

 
図 11 空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所得の 3,000 万円特別控除） 

資料：空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所得の 3,000 万円特別控除）（国土交通省） 

https://www.mlit.go.jp/common/001284878.pdf 

 

参考 空家の除却等を促進するための土地に係る固定資産税等に関する所要の措置の概要 

 
資料：空家の除却等を促進するための土地に係る固定資産税等に関する所要の措置の概要（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/common/001378909.pdf 
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2.2 前計画策定以降の関連上位計画の動向 

（1）住生活基本計画（全国計画）（令和 3年 3月） 

令和 3 年 3 月に、これまでの計画を見直し、新たな「住生活基本計画（全国計画）」

（計画期間：令和 3〜12年度）が閣議決定されました。 

この計画では、国内の住生活をめぐる現状と課題を踏まえ、3つの視点（①社会環境

の変化、②居住者・コミュニティ、③住宅ストック・産業）から 8つの目標を設定して

おり、そのうち 2つの目標（目標 1、目標 7）で、空き家に関する内容が盛り込まれま

した。 

目標 1は、コロナ渦等を踏まえた、新しい住まい方の実現に関する目標ですが、その

中の基本的な施策の一つとして、「空き家等の既存住宅活用を重視し、賃貸住宅の提供

や物件情報の提供等を進め、地方、郊外、複数地域での居住を推進」が示されました。 

目標 7は空き家に関する目標となっており、「除却」、「利活用」だけでなく、新たに

「管理」という言葉が示されました。「空き家の適切な管理の促進とともに、周辺の居

住環境に悪影響を及ぼす空き家の除却」及び「立地・管理状況の良好な空き家の多様な

利活用の推進」のための基本的な施策が示されました。 

 

 

 
図 12 新たな住生活基本計画（全国）の 3 つの視点・8 つの目標及び空き家に関連する目標の内容 

資料：新たな住生活基本計画の概要（国土交通省） 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001416995.pdf 
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（2）三重県住生活基本計画（令和 4年 6月） 

国の「住生活基本計画（全国計画）」を踏まえて、令和 4年 6月に、これまでの計画

を見直し、新たな「三重県住生活基本計画」（計画期間：令和 3〜12年度）が策定され

ました。 

この計画では、県内の住宅、居住環境に関する課題を踏まえ、住生活の将来像を定め

るとともに、4つの基本方針とそれに基づく目標を設定していますが、4つの基本方針

のうち、2つ（基本方針 1、基本方針 2）で、空き家に関する内容が盛り込まれました。 

基本方針 1では、2つある目標のうち、「1-2住宅地での災害を減らす」の中で、「空

き家の除却の促進」を基本的な施策としています。 

基本方針 2では、3つある目標のうち、「2-2既存住宅の価値を高め、活用する」の中

で、「空き家などの有効活用」、「2-3住まいの疑問にこたえる」の中で、「住まい相談体

制の充実」を基本的な施策としています。「住まい相談体制の充実」の中では、「特に、 

空き家については、 空き家の活用、管理、税金、相続、除却等、相談内容が多岐にわ

たるため、様々な専門家がそろったワンストップ相談会の開催を推進」することが示さ

れています。 

 

  
図 13 三重県住生活基本計画の基本方針・目標・基本的施策 

資料：三重県住生活基本計画概要版（令和 4 年 6 月） 

https://www.pref.mie.lg.jp/common/content/001023620.pdf 
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（3）第 6次東員町総合計画（令和 3年 3月） 

本町では、令和 3年 3月に、新たな総合計画（計画期間：令和 3〜12年度）を策定し

ました。 

空き家に関する内容は、9つある政策のうち「政策 9 持続可能な町の形をつくるた

めに」の中の施策「9−1 良好な居住環境の形成」で示されています。「東員町空家等対

策計画に基づく事業の推進」に取り組むとともに、「みんなで目指す目標値（KPI）」で

は、「空き家の活用数」（中間目標値（令和 7年）2件、 目標値（令和 12年）4件）を

指標として定めています。 

 
図 14 第 6次東員町総合計画における空き家に関する内容 

資料：第 6 次東員町総合計画（令和 4 年 3 月） 

https://www.town.toin.lg.jp/contents_detail.php?frmId=8087  
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2.3 町の空き家の現状 

（1）人口・世帯の推移 

①町の人口の推移 

本町の人口は、昭和 50年から平成 2年にかけて急増し、平成 12年には 26,305人

までになりましたが、それをピークに緩やかな減少局面に入りました。平成 27年か

ら令和 2 年にかけて一時的に増加しましたが、令和 7 年以降長期的には減少すると

予測されています。 

年齢別人口を見ると、0〜14 歳人口は平成 2 年をピークに減少、15〜64 歳人口は

平成 12年をピークに減少に転じる一方、高齢者は増加し続けています。高齢化率は、

平成 2年以降増加し続け、令和 2年には 31.1%になっており、令和 7年以降も増加し

続けると予測されています。 

 

 
 

図 15 本町の人口の推移 
資料：令和 2 年までは国勢調査の調査値、 

令和 7 年以降は平成 27 年までの国勢調査を踏まえた国立社会保障・人口問題研究所の予測値 
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②町の世帯の推移 

人口は前述のとおり、近年増加しているものの、長期的に見ると緩やかな減少傾向

にありますが、総世帯数は一貫して増加し続けており、この傾向はしばらく継続する

と考えられます。そのため、住宅需要は当面増加すると推測されます。 

前述のとおり、高齢化が進行していますが、高齢単身世帯、高齢夫婦世帯（男性 65

歳以上、女性 60歳以上の夫婦）も増加し続けており、高齢単身世帯の割合が総世帯

数の 1割に近づいています。 

 

 
図 16 本町の世帯の推移 

資料：国勢調査 
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③地域別の人口・世帯の推移 

北部は、平成 27年と比較して、世帯数が増加しているものの人口が減少していま

す。高齢者は増加し、高齢化率は 33%を超え、平成 27年より上昇しています。 

中部は、平成 27年と比較して、人口、世帯数ともに増加しています。高齢者は増

加していますが、高齢化率は 25％以下となっており、平成 27年から減少しています。 

南部は、平成 27年と比較して、人口・世帯数ともに減少していますが、高齢者は

増加しています。高齢化率は 33%を超え、平成 27年より増加しています。 
 

表 2 平成 27年から令和 2年にかけての人口、世帯数の変化 

地区 地域 
人口(人） 世帯数(世帯） 

平成 27 年 令和 2 年 増減 平成 27 年 令和 2 年 増減 

北部 笹尾西 3,568 3,541 ▲27 1,300 1,342 42 

笹尾東 4,243 4,174 ▲69 1,560 1,602 42 

城山 4,402 4,172 ▲230 1,620 1,639 19 

中部 神田 6,777 7,661 884 2,297 2,775 478 

稲部 3,041 3,208 167 1,040 1,164 124 

南部 三和 3,313 3,028 ▲285 1,046 1,017 ▲29 

合計 25,344 25,784 440 8,863 9,539 676 

資料：国勢調査 

 

表 3 令和 2年の本町の地域別年齢別人口と高齢化率 

地区 地域 
人口（人） 高齢化率 

（％） 総数 0～14 歳 15～64 歳 65 歳以上 不祥 

北部 笹尾西 3,541 436 1,747 1,358 0 38.4 

笹尾東 4,174 494 2,086 1,594 0 38.2 

城山 4,172 403 2,358 1,411 0 33.8 

中部 神田 7,661 1,270 4,510 1,865 16 24.4 

稲部 3,208 573 1,898 729 8 22.8 

南部 三和 3,028 344 1,630 1,054 0 34.8 

合計 25,784 3,520 14,229 8,011 24 31.1 

資料：国勢調査 

 

表 4 平成 27年から令和 2年にかけての 65歳以上人口と高齢化率の変化 

地区 地域 
65 歳以上人口(人） 高齢化率（％） 

平成 27 年 令和 2 年 R2-H27 増減 平成 27 年 令和 2 年 R2-H27 増減 

北部 笹尾西 1,224 1,358 134 34.6 38.4 3.8  

笹尾東 1,341 1,594 253 31.8 38.2 6.4  

城山 896 1,411 515 20.5 33.8 13.3  

中部 神田 1,775 1,865 90 26.6 24.4 ▲2.2  

稲部 701 729 28 23.4 22.8 ▲0.6  

南部 三和 1,030 1,054 24 31.6 34.8 3.2  

合計 6,967 8,011 1,044 27.8 31.1 3.3  

資料：国勢調査 
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（2）町の住宅の状況 

①住宅総数と世帯数の推移 

住宅総数（10,020戸）は、総世帯（9,370世帯）に対し約 650戸多く、量的には充

足(平成 30年時点)しています。また、住宅総数、世帯数ともに、平成 25年より増加

しています。 

 
図 17 本町の住宅総数と世帯数の推移 

資料：住宅・土地統計調査 

②住宅の建て方 

居住世帯がある住宅（9,330戸）のうち、約 92.0%の 8,580戸が一戸建となってい

ます。(平成 30年時点) 

 
図 18 住宅に占める一戸建の割合 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30 年） 

③住宅（一戸建）の所有状況 

本町の住宅の多くを占める一戸建の所有状況を見ると、所有状況が分かっている

一戸建（8,490戸）のうち、約 93.6%の 7,950戸が持ち家となっています。 

 
 図 19 一戸建における持ち家の割合 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30 年） 
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④住宅（一戸建）の世帯主の年代 

一戸建の世帯主の年代は、65歳以上の高齢者が最も多くなっています。 

 
図 20 一戸建の世帯主の年代 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30 年） 

⑤住宅（一戸建）の建設時期 

一戸建の建設時期別を見ると、昭和 55年以前の旧耐震基準の建物が 2,060戸と建

設時期が分かっている建物（8,000戸）のうち、約 25.8%を占めています。 

 
図 21 一戸建の建設時期 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30 年） 

⑥住宅（持ち家）の建設時期 

持ち家の建設時期別を見ると、昭和 55年以前の旧耐震の建物が 2,020戸と建設時

期が分かっている建物（7,870戸）のうち、約 25.7%を占めています。 

 
図 22 持ち家の建設時期 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30 年） 
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（3）住宅・土地統計調査から見た町の空き家率 

本町の空き家数は平成 25年と比較し増加したものの、空き家率は住宅総数が増加し

たためわずかに減少し、6.3%となっています。 

 
 

図 23 本町の空き家率 
資料：住宅・土地統計調査 

 

空き家の内訳を見ると、長期不在・取り壊し予定等の空き家である「その他の住宅」

の数・割合は、平成 25 年と比較しともに減少しており、平成 30 年の割合は 3.3%とな

っています。 

 
図 24 本町の空き家のうちの「その他の住宅」の割合 

資料：住宅・土地統計調査 
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参考 全国、三重県との空き家率の比較 

本町の空き家率は全国や三重県よりも低い状況にあります。同様に、長期不在・取

り壊し予定等の空き家である「その他住宅」の割合も全国や三重県よりも低い状況に

あります。 

 

 住宅総数 その他住宅 

住宅数 

(A) 
(戸) 

空き家数 

(B) 
(戸) 

空き家率 

(C=B/A) 
(％) 

空き家数 

(D) 
(戸) 

空き家率 

(E=D/A) 
(％) 

東員町 平成 

25年 

9,170 590 6.4% 400 4.4% 

 平成

30年 

10,020 630 6.3% 330 3.3% 

三重県 平成 

25年 

831,200 128,500 15.5% 69,000 8.3% 

 平成

30年 

853,700 129,600 15.2% 77,500 9.1% 

全国 平成 

25年 

60,628,600 8,195,600 13.5% 3,183,600 5.3% 

 平成

30年 

62,407,400 8,488,600 13.6% 3,487,200 5.6% 

資料：住宅・土地統計調査 
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参考 三重県内他自治体との空き家率の比較 

本町の空き家率は、自治体単位で算出されていない自治体を除き、県内で最も低く

なっています。同様に、長期不在・取り壊し予定等の空き家である「その他住宅」の

割合も最も低くなっています。 

 
資料：三重県住生活基本計画資料編 
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資料：三重県住生活基本計画資料編（住宅・土地統計調査（平成 30 年）） 
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（4）町の空家等実態調査から見た空き家の状況 

空家等実態調査は、令和 3年度に全戸を対象として、下図に示すステップで行いまし

た。 

前計画策定時の平成 27年度にも同調査を実施していますが、その際は、水道利用が

1年間以上休止している世帯のみを抽出した調査であり、令和 3年度調査ではそれを見

直し、調査対象を拡大し、実態調査を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 25 本町の空家等実態調査の調査フロー 

第一次調査（机上調査）：643件抽出 

 

下記資料を収集し、二次調査（現地調査）の対象とする空家等候補を抽出。 

 

①水道使用者情報 1（令和 3年 6月 29日現在の三期連続使用水量 0 ㎥） 151件 

②水道使用者情報 2（令和 3年 6月 29日現在の水道中止者リスト） 762件 

③空家等相談および住民通報情報等 5件 

④空家管理中 142件（※1） 

⑤東員町適正管理分 67件（※2） 

⑥東員町空家コンテンツ（※3） 406件 

 
※1 東員町の前回空家調査で空家と判断された建物件数 

※2 東員町が把握している適正管理の対象となっている建物件数 

※3 令和 2 年 4～5 月に東員町全域で実施した住宅地図帳現地調査において、以下の判断基準を基に

空家等と判断した家屋情報 

・郵便受けにチラシやダイレクトメールが大量に溜まっている 

・窓ガラスが割れたまま、カーテンがない、家具がない 

・門から玄関まで草が生えていて出入りしている様子が伺えない 

・売り・貸し物件の表示がある 

・上記以外（電気メーターが動いていない、取り外されている等） 

第二次調査（現地調査）：324件を空家等と判定 

 

現地調査により、建物等使用実態及び建物不良度を把握し、空家等候補（所有者意向調

査対象）を抽出。 

「使用実態がない」、「使用実態がない可能性が高い」物件として、324 件を抽出。 

 
老朽危険度 総合判定 建物の現状 

高 

 
低 

A 
倒壊や建築部材の飛散等の危険が切迫しており、緊急度が極めて高

い。【「特定空家等」に相当すると思われるもの】 

B 
ただちに倒壊や建築部材の飛散等の危険性はないが、維持・管理が

行き届いておらず、損傷が激しい。 

C 
維持・管理が行き届いておらず、損傷もみられるが、当面の危険性は

ない。 

D 現状では問題がない。 

  

所有者意向調査：169件が回答（うち 130件が有効回答） 

 

第二次調査で抽出した 324 件のうち、所有者が特定された 322 件に対し、アンケート調

査を実施。 
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①空き家数 

前述の第二次調査で抽出された 324件が調査時点における本町の空き家と判断し、

現地調査にて老朽危険度を判定しました。 

調査の結果、Ａ判定は 5.8％（19件）、Ｂ判定は 13.0％（42件）、Ｃ判定は 15.4％

（50件）、Ｄ判定は 65.1％（211件）となっており、老朽危険度が高い特定空家等に

相当すると思われるＡ判定の空き家は少ない状況です。 

空き家は町内全域に分布していますが、北部での数が多くなっています。3地域別

に見ると、老朽危険度が高いＡ判定の空き家は中部、南部に多く分布していますが、

老朽危険度が低いＤ判定の空き家は、北部地域に多く分布していることが分かりま

した。また、Ｂ・Ｃ判定の空き家は３地域にまんべんなく分布しています。 

 

表 5 空き家の状況 

地域 地区 
件数（件） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 判定不可 総計 

北部 

 

笹尾西   3 10 30  43 

笹尾東 1 5 9 31   46 

城山   4  38  42 

神田     1  1 

稲部   1  2  3 

北部計 1 13 19 102   135 

中部 

神田 6 11 7 44 1 69 

稲部 1 8 5 27  41 

中部計 7 19 12 71 1 110 

南部 三和 11 10 19 38 1 79 

町計  19 42 50 211 2 324 

総数に対する割合 5.8％ 13.0％ 15.4％ 65.1％ 0.6％ 100.0％ 
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図 26 空き家分布図 
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②空き家所有者意向調査結果 

前述の第二次調査を踏まえ、322件の空き家の所有者に対してアンケート調査を実

施し、130件の方から有効回答を得ました。 

老朽危険度判定ごとの 130 件の内訳は、Ａ判定が約 6％（8 件）、Ｂ判定が約 13％

（17 件）、Ｃ判定が約 16％（21 件）、Ｄ判定が約 65％（84 件）となっており、空き

家全体の老朽危険度ごとの割合とほぼ同じになっています。 

以下に、主な結果について整理しました。 

 

ア 所有者の所在地 

町内が約 37％（48件）と一番多く、他府県が約 35％（46件）、県内の他市町が約

28％（36件）となっており、町外の所有者が合計で約 6割を占めます。 

  
図 27 所有者の所在地（単数回答 130件） 

 

イ 空き家の状態 

空き家の状態では、「利用していない」が 54件で最も多く、次いで「物置・倉庫」

が 36件、「時々過ごすための家」が 26件でした。 

  
図 28 空き家の状態別老朽危険度（単数回答 130件） 

町内

37%

（48件）

他府県

35%

（46件）

県内他市町村
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（36件）
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35

18
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5

1

6
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物置・倉庫

時々過ごすための家

賃家（入居者なし）

車庫

その他

Ａ判定 Ｂ判定 Ｃ判定 Ｄ判定
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ウ 空き家になった理由 

「住んでいた人が死亡したため空き家となった」が最も多く 48件でした。次いで

「住んでいた人が、施設入所・入院したため空き家となった」が 25件、「仕事上や子

供の就学の関係で住み替えた」が 9件でした。 

 

 
図 29 空き家になった理由（単数回答 130件） 

エ 空き家の維持管理方法 

「定期的に自分または関係者が点検している」が約 43％（56件）と最も多く、次

いで「不定期に自分または関係者が点検している」が約 38％（49件）、「ほとんど何

も行っていない」が約 12％（16件）でした。 

  
図 30 空き家の維持管理方法（単数回答 130件） 
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オ 空き家の今後の利活用 

空き家の今後の利活用では、「予定なし、未定」が 45件で最も多く、次いで「他に

売却する」が 43件でした。 

 

 
図 31 空き家の今後の利活用（複数回答 202件） 

カ 売却および賃貸募集状況 

売却および賃貸募集状況では、「募集する予定はない」が 81 件と最も多く、次い

で、「その他」が 20件、「未回答」が 18件でした。 

「今から入居者を募集する予定である」、「入居者を募集中である」との回答は計 11

件であり、そのうちＤ判定は 8件でした。 

 

 
図 32 売却および賃貸募集状況（単数回答 130件） 
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キ 売却及び賃貸の募集をしない理由 

売却及び賃貸の募集をしない理由では、「建物が古い、設備が傷んでいる」が約 34％

（17件）と最も多く、次いで、「最新の設備を備えていない（IH、床暖房、セキュリ

ティなど）」が約 26％（13件）、「その他」約 14％（7件）となりました。 

 

  
図 33 売却および賃貸の募集をしない理由（複数回答 50件） 

  

建物が古い、設備が痛んでいる

34%

（17件）

最新の設備を備えていない

（ＩＨ、床暖房、セキュリ

ティなど）

26%

（13件）
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4%
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4%
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（1件）
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14%

（7件）
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4%

（2件）
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ク 今後の活用に困っている内容 

今後の活用に困っている内容としては、「特にない」が 44 件で最も多くなりまし

た。次いで「今後利用予定はないのでどうしたらよいかわからない」が 30件、「解体

したいが解体費用の支出が困難である」27件でした。 

 

 
図 34 今後の活用に困っている内容（複数回答 200件） 
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ケ 東員町空き家・空き地情報バンク制度の認知状況等について 

東員町空き家・空き地情報バンク制度の認知状況は、「制度の内容を知らない」が

約 80％（104件）でした。一方で、「制度の内容を知っている」は、約 10％（13件）

でした。 

  
図 35 東員町空き地・空き家情報バンク制度について（単数回答 130件） 

 

活用に対する意向としては、「登録したくない」が約 46％（60件）で最も多く、次

いで「条件によっては登録したい」が約 27％（35 件）、「登録してみたい」は約 8％

（10件）でした。 

  
図 36 東員町空き地・空き家情報バンク制度の活用意向について（単数回答 130件） 
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登録したくないと回答した人の登録したくない理由としては、「その他」が最も多

く約 33％（20件）、次いで「自分が使いたいときに使えない」が約 30％（18件）、「自

分の子や孫に残しておきたい」が 17％（10件）でした。 

 
【その他と回答した方が記載した内容例】 

・倉庫。 

・仲介業社にて販売中。 

・業者に委託中（解体更地渡しによる土地売却）。 

・登録する必要がない。 

・制度の内容がわからないので、何とも言えない。 

・解体したいが資金がない。 

・まだ何も考えていない。 

・今後の活用が決まっていないため。 

・法で禁じられている。 

・近いうちに居住予定。 

・必要ないから。 

・老朽化が進んでおり、住める状態にない。 

・知らない人に貸したり売ることに抵抗がある、自分が使いたいときに使えない。 

 

図 37 東員町空き地・空き家バンク制度の登録したくない理由（単数回答 60件） 
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東員町空き家・空き地情報バンク制度に協力できる内容については、「未回答」が

約 43％（56件）が最も多く、次いで、「市場価格での売却」約 22％（28件）、「市場

価格で賃貸」が約 11％（15件）、「その他」が約 11％（15件）でした。 

  
【その他と回答した方が記載した内容例】 

・今は考えていない。 

・売却又賃貸。 

・今のところ、ふんぎりがつかない。 

・低価格での物件買取。 

・２番（市場価格での売却）と３番（低価格での賃貸）どっちでもよい。 

・わからない。 

・解体する 小さい家だから。 

・市場価格での売却、市場価格で賃貸。 

・協力しない。 

図 38 東員町空き家・空き地情報バンク制度に協力できる内容（単数回答 130件） 
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コ 空き家の貸出条件 

空き家を貸出する際の条件については、「現状のままでよいなら貸出しする」が約

52％（11件）で最も多く、次いで「その他の条件によっては貸出ししてもよい」が約

43％（9 件）、「補修、修繕費を自己負担して貸出しする」が約 5％（1 件）でした。

（前ページの「東員町空き家・空き地情報バンク制度に協力できる内容」の設問で、

「低価格で賃貸」、「市場価格で賃貸」と回答した人のみが回答した内容です。） 

  
図 39 空き家を貸し出しする際の条件（単数回答 21件） 
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2.4 前空家等対策計画に基づくこれまでの取り組み状況 

前空家等対策計画に基づくこれまでの取り組み状況は下表のとおりです。 

主な取り組みとして、解体・除却や利活用のための支援制度として「空家除却支援事業」、

「空家リフォーム支援事業」を令和 3年度に創設しました。また、特定空家等の判断基準

を平成 28年度に定めました。 

 

表 6 前空家等対策計画に基づくこれまでの取り組み状況 

前空家等対策計画における「空家等の対策」 

主な取り組み状況 

◆：前計画策定以降の取り組み 

・：前計画策定以前からの取り組み 

（1）実態把

握のための

施策 

①定期的な空家等の実態調査 

②空家等の所有者等への意向調査 

・平成 27 年度実施 

◆令和 3 年度実施 

③空家等の情報のデータベース化 ◆令和 3 年度実施 

④地域（自治会）等との連携強化 - 

（2）発生抑

制のための

施策 

 

①町民意識の啓発等 ◆空き家セミナーの開催 

（令和 4 年度に実施） 

②住宅の長寿命化や建替え支援 ・木造住宅耐震診断等事業（平成 15 年度創

設、現在までに実績 479 件） 

・木造住宅耐震補強設計補助事業（平成 15 年

度創設、現在までに実績 30 件） 

・木造住宅耐震リフォーム補助事業及び木造

住宅簡易耐震補強補助事業（平成 15 年度創

設、現在までに実績 33 件） 

③相続問題に関する支援 - 

④転出・転入時に関する支援 - 

（3）適正管

理のための

施策 

①所有者等への啓発 ・空家等に関する町民要望への個別対応を実

施 

→平成 27年 6月〜令和 4年 7月までに 77件

に対応。 

 対応内容としては、主に樹木・雑草の繁茂

（67 件）となっており、その他に、屋根等

の飛散（2 件）、悪臭、ゴミ放置、野生生物

生息、水道管漏水、雨樋の落下、フェンス

落下、瓦等飛散落下、隣地への塀の倒壊、

不衛生（各 1 件）があった。 

②所有者以外による適正管理 - 

③解体・除却のための支援制度 ◆空家除却支援事業（令和 3 年度創設、現在

実績 0 件） 

・木造空き家除却補助事業（平成 28 年度創

設、現在までに実績 4 件） 

④応急措置 - 

（4）利活用

のための施

策 

①利活用のための相談制度の構築 - 

②「空き家・空き地情報バンク制度」の

充実 

・制度の運用（平成 20 年度から運用） 

→物件探索利用登録：延べ 36件 

→物件売却・賃貸希望登録：6 件 

（うち 3 件成立） 

（現在公開中物件 0 件） 

③利活用のための資金援助等 ◆空家リフォーム支援事業（令和 3 年度創設、

現在までに実績 1 件） 

（５）「特定

空家等」に関

する取り組

み 

①適切な管理が行われていない空家等

の所有者等の事情を把握 

②「特定空家等に対する措置」の事前準

備 

◆特定空家等の判断基準を規定（平成 28 年

度） 

（現時点で特定空家等の認定は行われていな

いため、特定空家等は 0 件となっている） 
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前空家等対策計画における「空家等の対策」 

主な取り組み状況 

◆：前計画策定以降の取り組み 

・：前計画策定以前からの取り組み 

（５）「特定

空家等」に関

する取り組

み 

③特定空家等の所有者等への助言又は

指導 

④特定空家等の所有者等への勧告 

⑤特定空家等の所有者等への命令 

⑥標識の設置・公示 

⑦戒告 

⑧特定空家等に係る代執行 

⑨略式代執行・公告 

（６）庁内推

進体制の構

築 

①庁内体制の構築 ・案件ごとに個別対応 

②協議会等の組織化 ・東員町空家等対策協議会の開催（これまで

に 5 回開催） 

③所有者等、自治会、民間等との連携強

化 

- 

 

 

参考 本町の補助制度の概要 

事業名 対象建築物等 補助限度額等 

木造住宅耐震診断等

事業 

・昭和 56年 5月 31 日以前に着工の木造住宅 

・階数が 3 階以下の木造住宅 

無料で利用可能 

木造住宅耐震補強設

計補助事業 

・昭和 56年 5月 31 日以前に着工の木造住宅 

・耐震診断評点が 1.0 未満の木造住宅 

180,000 円 

木造住宅耐震補強補

助事業 

・昭和 56年 5月 31 日以前に着工の木造住宅 

・耐震診断評点が 0.7 未満の木造住宅 

（耐震診断評点 1.0 以上とする補強工事） 

1,000,000 円 

木造住宅耐震リフォ

ーム補助事業 

・木造住宅耐震補強事業と同時に行うリフォーム工事（性

能向上目的のみ対象） 

600,000 円 

木造住宅簡易耐震補

強補助事業 

・昭和 56年 5月 31 日以前に着工の木造住宅 

・耐震診断評点が 0.7 未満の木造住宅 

（耐震診断評点 0.7 以上とする補強工事） 

300,000 円 

空家除却支援事業 ・「特定空家等」または「不良空家」 

◇特定空家等とは 

・町が特定空家等の認定を行った建築物（ただし、特措

法第 14条 3項に規定する措置が命じられているもの

は除きます） 

◇不良空家とは 

・次の(1)～(3)のすべてを満たす建築物※注 1 

（1）1 年以上居住その他の使用がなされていないこと

が常態であるもの 

（2）延べ床面積の 2 分の 1 以上が居住用として使用さ

れていたもの 

（3）構造等の腐朽または破損などにより、著しく危険

性があり、居住することが不適当なもの 

 例：外壁や屋根等が大きく変形し、又はそれらを

貫通する穴が開いているもの 

 例：柱や梁が数か所で折れたり腐っているもの 

※注 1 空き家等の周囲に民家等又は道路、公園があ

り、そのまま放置すると破損等により周囲に対して

影響のあるもの。不良空家の除却については、町職員

による現地調査に基づき、不良空家に該当するかど

うかの判定を受ける必要があります。 

300,000 円 

木造空き家除却補助

事業 

・昭和 56年 5月 31 日以前に着工の木造住宅 

・耐震診断評点が 0.7 未満の木造住宅 

・おおむね 1 年以上空き家の住宅 

207,000 円 
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事業名 対象建築物等 補助限度額等 

空家リフォーム支援

事業 

以下のすべての要件を満たすこと。 

・町内に存する空き家住宅（おおむね一年以上居住その他

の使用がなされていないことが常態であるもの）である

こと。 

・補助対象者は、次のいずれかに該当する者であること。 

ア 移住者のうち、転入前にあっては完了実績報告日

までに転入届を提出する者 

イ 移住者のうち、転入後にあっては転入した日から 6

月以内に補助金の交付の申請を行う者 

ウ 移住者と売買契約または賃貸契約を交わした空き

家住宅の所有者 

※移住者とは、6 月以上町外に居住している者で、東員

町に令和 3年 4月 1日以降に転入届を提出するもの。 

・対象工事は、県内に本店、支店または営業所を有する建

設業者による改修工事で、補助金の交付の申請年度内の

2 月末日までに完了するものであること。 

・空家住宅リフォーム工事は、耐震基準を満たすものであ

ること。 

・補助金の交付月から起算して 10 年間住民登録を行う者

であること。 

1,000,000 円 

資料：東員町ホームページ 

https://www.town.toin.lg.jp/contents_detail.php?frmId=5303 

※令和４年度時点の内容 
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第 3章 空き家対策に求められる内容と課題 

3.1 空き家対策に求められる内容 

「第 2章 空き家の現状」の「2.1 全国の空き家の現状、空き家を取り巻く社会情勢

の変化」、「2.2 前計画策定以降の関連上位計画の動向」を踏まえ、今後の空き家対策に

求められる内容を下表のとおり整理しました。 

 

表 7 空き家対策に求められる内容 
項目 空き家対策に求められる内容 （「第 2 章 空き家の現状」のまとめ） 

2.1 

全国の空き

家の現状、

空き家を取

り巻く社会

情勢の変化 

 

◆空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく基本指針及びガイドラインの変更を踏

まえた対策の推進 

・特定空家等の対象については将来の予見性も含む 

・所有者不明不在等の場合における市町村による財産管理人制度の活用 

・所有者等を特定するための調査方法等を具体化 

・災害時等における対応の例示 

・NPO 等の民間主体の活用 等 

◆所有者不明土地の解消に向けた関係法律の制定や改正を踏まえた対策の推進 

・所有者不明の場合の対応策（相続登記等の申請義務化、相続土地国庫帰属制度（土地を

手放すための制度）の創設 等） 

・所有者不明土地等の増加による周辺への悪影響を発生させないための、より一層の「管

理」の強化 

◆空き家に関する税制改正内容の周知・活用促進 

2.2 

前計画策定

以降の関連

上位計画の

動向 

 

◆住生活基本計画（全国計画）（令和 3 年 3 月） 

・空き家等の既存住宅を活用した、地方、郊外、複数地域での居住を推進 

・空き家の適切な管理の促進とともに、周辺の居住環境に悪影響を及ぼす空き家の除却 

・立地・管理状況の良好な空き家の多様な利活用の推進 

◆三重県住生活基本計画（令和 4 年 6 月） 

・住宅地での災害減少の観点からの空き家の除却の促進 

・既存住宅の価値を高める視点からの空き家などの有効活用 

・空き家のワンストップ相談会（活用、管理、税金、相続、除却などの相談）の開催の推

進 

◆第 6 次東員町総合計画（令和 3 年 3 月） 

・良好な居住環境形成のための東員町空家等対策計画に基づく事業の推進 
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3.2 空き家対策の課題 

「第 2章 空き家の現状」の「2.3 町の空き家の現状」、「2.4 前空家等対策計画に基

づくこれまでの取り組み状況」を踏まえ、空き家対策の課題を下表のとおり整理しました。 

本町の空き家の現状としては、県全体や県内自治体の平均から見て、空き家率の割合は

低い状況にあるとともに、これまで特定空家等に認定された空き家はなく、実態調査結果

でも老朽危険度が高い特定空家等に相当すると思われる空き家は少ない状況です。また、

空き家所有者への意向調査でも対象者の約８割が、空き家に対して何らかの維持を行っ

ていることが分かっています。 

以上を踏まえると、本町の空き家問題は深刻化しておらず、現状が悪化しないよう維持

していくことが求められます。 

 

表 8 空き家対策の課題 
項目 「第 2 章 空き家の現状」のまとめ  空き家対策の課題 

2.3 

町の空

き家の

現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人
口
・
世
帯 

・高齢化率の上昇、高齢単身世帯の増加 

・北部・南部地域の人口減少・高い高齢化率 

▶ 
・高齢空き家等所有

者への対応 

 

住
宅
の
状
況 

・世帯数より住宅総数が多く、住宅ストックは充分 

・住宅の多くは一戸建の持ち家が多く、その世帯主は高齢

者が最も多い。 

 

空
き
家
率 

・住宅・土地統計調査によると、平成 25 年と比較し、本

町の空き家数は増加したものの、空き家率（6.3%）はわ

ずかに減少。また、長期不在・取り壊し予定等の空き家

である「その他の住宅」の数・割合ともに減少。 

・本町の空き家率は全国や三重県よりも低い状況にあり、

さらに調査を行っていない自治体を除き、県内自治体の

中でも最も低い（長期不在・取り壊し予定等の空き家で

ある「その他住宅」の割合も同様）。 

空
家
等
実
態
調
査
に
よ
る
空
き
家
の
状
況 

・空き家は 324 件（Ａ判定 19件、Ｂ判定 42 件、Ｃ判定 50

件、Ｄ判定 211 件）。老朽危険度が低いＤ判定の空き家

が約 65%を占める。また、老朽危険度が高い特定空家等

に相当すると思われるＡ判定の空き家は少ない状況。 

・空き家は町内全域に分布しているが、北部での数が多く

なっている。 

・老朽危険度が高いＡ判定の空き家は中部、南部地域に多

く分布。 

・老朽危険度が低いＤ判定の空き家は、北部地域に多く分

布。 ▶ 

・地域状況、将来像

を踏まえた対策の

実施 

例：北部 

・名古屋市への通勤

需要に対応した転

入対応空き家利活

用 

例：中部、南部 

・地域や集落活性化

のために移住定住

のための利活用を

促進するエリア、

生活環境が整って

いないエリアでの

除却の推進等 

・老朽危険度の高い

空き家への対応

（例：特定空家等

の認定） 
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項目 「第 2 章 空き家の現状」のまとめ  空き家対策の課題 

2.3 

町の空

き家の

現状 

空
家
等
実
態
調
査
に
よ
る
空
き
家
所
有
者
の
状
況 

・所有者は、町外の所有者が約 6 割を占める。 

 ▶ 
・アンケート対象者

の過半を占める町

外所有者への対応 

・空き家の状態としては、「利用していない」が約 4 割だ

が、「物置・倉庫」、「時々過ごすための家」で約 5 割が

利用されている。 

・空き家になった理由は、居住者の死亡や施設入所・入院

が約 6 割。 

 

▶ 

・空き家発生のタイ

ミングを捉えた空

き家に関する情報

の周知 

・所有者不明となら

ないような所有者

との継続的な関係

構築や所有者不明

空き家の把握 

・空き家の維持管理は定期的もしくは不定期でも点検さ

れているケースが約 8 割。 

・今後の利活用は「予定なし、未定」が約 1/3、「他に売却

する」も約 1/3 いる。 

・売却および賃貸募集状況は「募集する予定はない」が約

6 割。 

・売却および賃貸の募集をしない理由は、「建物が古い、

設備が傷んでいる」、「最新の設備を備えていない（IH、

床暖房、セキュリティなど）」といった施設理由が約 6

割。 

▶ ・空き家所有者の意

向を踏まえた対応 

・今後の活用に困っている内容は、約 2 割が「今後利用予

定はないのでどうしたらよいかわからない」、同じく約

2 割が「解体したいが解体費用の支出が困難である」で

ある。一方で特に困っていない所有者も約 1/3 いる。 

▶ 

・町外所有者も気軽

に相談できる、空

家等全般の相談に

対応できる窓口の

整備 

・本町の空き家・空き地情報バンク制度は約 8 割が内容を

知らない状況。登録したい所有者も 1 割未満で、登録し

たくない理由としては、「賃貸・売却に抵抗がある」、「自

分が使いたいときに使えない」、「自分の子や孫に残して

おきたい」といった理由が挙げられ、登録にあたっては

「市場価格での売却や賃貸が可能である」ことが約 1/3

を占める。 

▶ 

・空き家・空き地情報

バンクも含めた、町

の取り組みの認知

度向上 

2.4 

前空家等対

策計画に基

づくこれま

での取り組

み状況 

・前計画に基づく主な取り組みとして、解体・除却や利活

用のための支援制度として「空家除却支援事業」、「空家

リフォーム支援事業」を令和 3 年度に創設するととも

に、特定空家の判断基準を平成 28 年度に定めた。 

（現時点で特定空家等の認定は行われていないため、特

定空家等は 0 件となっている） 

▶ 

・空家等対策計画に

基づくより一層の

取り組みの推進 

・既存制度の着実な

実施、制度の拡充

も含めた、制度活

用の促進 
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第 4章 改訂方針 

空き家の現状・課題を踏まえて、以下のとおり改訂方針を設定しました。また、第 6章に

おいて、基本となる対策及び本町の地理的条件を活用した取り組みの手順を位置づけまし

た。 

 

表 9 改訂方針 

改訂方針 改訂方針の内容 
特に関連する空き家対策に求められ

る内容と課題（再掲） 

関連する前計画関連

部分 

方針 1 

基本方針・

ガイドライ

ン改訂を踏

まえた改訂 

●基本方針・ガイドライ

ン改訂の内容を反映す

る。 

 

◆空き家対策に求められる内容（空

家等対策の推進に関する特別措置

法に基づく基本指針及びガイドラ

インの変更を踏まえた対策の推

進） 

・特定空家等の対象については将来

の予見性も含む 

・所有者不明不在等の場合における

市町村による財産管理人制度の活

用 

・所有者等を特定するための調査方

法等を具体化 

・災害時等における対応の例示 

・NPO 等の民間主体の活用 等 

（全般に関連） 

方針 2 

相続時の空

き家情報の

周知 

●空き家発生のタイミン

グを捉えて空き家に関

する情報を提供する。 

●この機会を捉え、空き

家・空き地バンク等空

き家情報も周知する。 

 

◆空き家対策に求められる内容（所

有者不明土地の解消に向けた関係

法律の制定や改正を踏まえた対策

の推進） 

・所有者不明の場合の対応策（相続

登記等の申請義務化、相続土地国

庫帰属制度（土地を手放すための

制度）の創設 等） 

◆空き家対策の課題 

・高齢空き家等所有者への対応 

・空き家発生のタイミングを捉えた

空き家に関する情報の周知 

・所有者不明とならないような所有

者との継続的な関係構築や所有者

不明空き家の把握 

（2）発生抑制のため

の施策 

①町民意識の啓発等 

③相続問題に関する

支援（現時点で取り組

みなし） 

（3）適正管理のため

の施策 

①所有者等への啓発 

（4）利活用のための

施策 

②「空き家・空き地情

報バンク制度」の充実 

方針 3 

相談体制の

構築 

●多岐にわたる相談内容

に対応するための相談

体制・方法の拡充を図

る。特に町外所有者が

容易に相談できる体

制・相談方法の拡充を

図る。 

●この機会を捉え、空き

家・空き地バンク等空

き家情報も周知する。 

◆空き家対策に求められる内容（三

重県住生活基本計画（令和 4 年 6

月）） 

・空き家のワンストップ相談会（活

用、管理、税金、相続、除却などの

相談）の開催の推進 

◆空き家対策の課題 

・アンケート対象者の過半を占める

町外所有者への対応 

・町外所有者も気軽に相談できる、

空き家全般の相談に対応できる窓

口の整備 

・空き家・空き地情報バンクも含め

た、町の取り組みの認知度向上 

（2）発生抑制のため

の施策 

③相続問題に関する

支援（現時点で取り組

みなし） 

（4）利活用のための

施策 

①利活用のための相

談制度の構築（現時点

で取り組みなし） 

②「空き家・空き地情

報バンク制度」の充実 
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改訂方針 改訂方針の内容 
特に関連する空き家対策に求められ

る内容と課題（再掲） 

関連する前計画関連

部分 

方針 4 

管理の強化 

●今後の所有者不明空き

家の増加を見据え、町

の人的資源を活用し、

適切な管理ができる体

制を構築する。 

●特定空家等に対する行

政対応を着実に実施す

る。 

◆空き家対策に求められる内容（所

有者不明土地の解消に向けた関係

法律の制定や改正を踏まえた対策

の推進） 

・所有者不明土地等の増加による周

辺への悪影響を発生させないため

の、より一層の「管理」の強化 

◆空き家対策の課題 

・老朽危険度の高い空き家への対応

（例：特定空家等への認定） 

（3）適正管理のため

の施策 

②所有者以外による

適正管理（現時点で取

り組みなし） 

方針 5 

利活用のた

めの施策充

実 

●空き家の利活用が進ん

でいないこと、空き家

の増加が見込まれるこ

とから、利活用のため

の施策を充実させる。 

◆空き家対策の課題 

・空き家所有者の意向を踏まえた対

応 

 

（4）利活用のための

施策 

③利活用のための資

金援助等 

方針 6 

地域ごとの

空き家に関

する課題の

把握 

●地域ごとの状況を把握

し、それを踏まえた対

策を行うために地域

（自治会）等との連携

強化の具体化を図る。 

●この機会を捉え、空き

家・空き地バンク等空

き家情報も周知する。 

◆空き家対策の課題 

・高齢空き家所有者への対応 

・地域状況、将来像を踏まえた対策

の実施 

・空き家・空き地情報バンクも含め

た、町の取り組みの認知度向上 

 

（1）実態把握のため

の施策 

④地域（自治会）等と

の連携強化（現時点で

取り組みなし） 

（4）利活用のための

施策 

②「空き家・空き地

情報バンク制度」の

充実 
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第 5章 空き家対策の基本方針 

空き家対策を推進するために、次の基本方針をもって取り組むこととします。 

 

方針 1 自助、共助、公助の考え方に基づき、 

所有者・管理者、町民・地域・NPO、事業者、行政等が 

それぞれの役割を自覚し、協力連携して取り組む 

空き家の問題は、基本的には所有者等が自らの責任により的確に対応すること(自助)

が必要となります。 

しかし、本町においては、少子高齢化・核家族化、相続等に伴う町外の所有者の増加等

により、所有者等のみでは解決が難しくなってきています。 

一方、空き家を放置すると、近隣への悪影響（倒壊、防災・防犯上の危険、悪臭、景観

悪化、鳥獣被害等）があり、自助に頼っているだけでは、影響はさらに深刻化することが

予想されます。 

そこで、所有者等だけではなく、近隣住民、町会や自治会、事業者等の地域による取り

組み（共助）、行政による取り組み（公助）により、空き家問題の解決に取り組むことと

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 40 各主体の役割 
 

方針 2 各段階に合わせた取り組みを行う 

空き家の状態は、空き家になった直後から徐々に変化し、問題もそれに応じて変化して

行きます。 

したがって、対策もそれを視野に、「発生抑制」、「適正管理」、「利活用」等の段階に応

じて取り組むこととします。 

  

所有者・管理者 

周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、 

空き家の適切な管理に努める。 

町民・地域・NPO 

地域における空き家の把握や市への情

報提供、必要に応じて NPOと連携し、

空き家の公益的な利活用や適正管理を

行う。 

 

事業者 

周辺の生活環境に悪影響を及ぼさない

よう、空き家の適切な管理に努めると

ともに、必要に応じて空き家の利活用

に取り組む。 

行政 

空家等対策計画に基づく空き家に関す

る対策の実施、その他の空き家に関す

る必要な措置を適切に講ずるよう努め

るものとする。 
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第 6章 空き家の対策 

6.1 基本となる対策 

空き家対策のために、大きく分けて５つの枠組みで取り組むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 41 対策の体系 

  

（1）実態把握のための施策 
①定期的な空き家の実態調査 

②空き家の所有者等への意向調査 

③空き家の情報のデータベース化 

④地域（自治会）等との連携強化 

（2）発生抑制のための施策 
①町民意識の啓発等 

②住宅の長寿命化や建替え支援 

③相続問題に関する支援 

④転出・転入時に関する支援 

（4）利活用のための施策 
①利活用のための相談制度の構築 

②「空き家・空き地情報バンク制度」の充実 

③利活用のための資金援助等（空き家を活用した移住・定住の促進） 

④公益的な目的での跡地活用の検討 

（3）適正管理のための施策 
①所有者等への啓発 

②所有者以外による適正管理 

③解体・除却のための支援制度 

④応急措置 

⑤財産管理人制度等の活用 

（5）「特定空家等」に関する取り組み 
①適切な管理が行われていない空家等の所有者等の事情把握 

②「特定空家等に対する措置」の事前準備 

③特定空家等の所有者等への助言又は指導 

④特定空家等の所有者等への勧告 

⑤特定空家等の所有者等への命令 

⑥標識の設置・公示  

⑦戒告  

⑧特定空家等に係る代執行 

⑨略式代執行・公告 
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（1）実態把握のための施策 

空き家の対策を検討・実施するためには、空き家の現状把握が必須であることから、

次の施策を推進します。 

 

①定期的な空き家の実態調査 

空き家の実態調査の第一弾として、本町では平成 27年度に、水道メーターの使用

状況等から空き家を推定し、現地調査（外観調査）を実施しました。また、空き家の

所在・所有者・老朽化の評価等を整理し、台帳を作成しました。 

平成 27年度調査は、水道利用が 1年間以上休止している世帯のみを抽出した調査

であったことから、平成 27年度調査結果も踏まえつつ、より実態に即した調査を行

うため、令和 3年度には調査方法を見直し調査を行い、より正確な実態を把握しまし

た。 

今後は、できる限り同じ調査方法で概ね 5 年に 1 度、調査を実施することで情報

の更新を図り、対策推進の基礎資料とし、経年変化を把握できるようにします。 

 

②空き家の所有者等への意向調査 

空き家対策を検討・実施していく上で、所有者等の空き家の利活用や解体の意向を

把握することは非常に重要です。 

よって、空き家になった時期や経緯の把握も含め、実態調査により空き家と判定さ

れた空き家所有者を対象に行うアンケート調査結果を活用し、最新の状態での意向

を効果的に調査することにより、利活用可能な空き家の抽出、所有者等や利活用希望

者のニーズに応じた施策を検討していくための基礎資料とします。 

 

③空き家の情報のデータベース化 

空家等実態調査結果及び所有者等の意向調査結果、町民から相談や情報提供があ

った空き家や、所有者等から活用等について相談があった空き家をデータ化し、継続

的に情報を更新・管理できるデータベースを整備しました。 

今後の実態調査の実施を踏まえ、このデータベースを更新し、空き家対策の基礎情

報として活用していきます。 

なお、これらは個人情報であることから、取り扱いには細心の注意を払います。 

 

④地域（自治会）等との連携強化 

行政による調査だけではなく、地域等からタイムリーな情報提供を受けることは、

空き家の発生防止や利活用推進に直結すると考えられます。 

よって、空き家について自治会等と行政の間で情報交換・伝達が可能な仕組みづく

りやその仕組みを機能させるための活動支援を検討します。 
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■他自治体の取組紹介 自治会による空き家等の見守り活動の支援（山形県酒田市） 

自治会（近隣住民）と空き家等所有者の良好な関係（相互連絡）を築くことにより、

管理不全な空き家等の発生を抑制することを目的に、自治会による空き家等の見守

り活動を支援しています。 

自治会は空き家の見回り（最低月 1回及び災害等の緊急時）を実施するとともに、

空き家情報等（新たに発見、解体等）を市へ報告しています。 

 

 
資料：地方公共団体の空き家対策の取組事例 1（平成 28 年度調査）（国土交通省） 
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（2）発生抑制のための施策 

空き家発生を防止・抑制するため、次の対策を推進します。 

 

①町民意識の啓発等 

町民等に空き家が周辺環境に与える影響、固定資産税等の住宅用地特例の適用等

を広く周知し、空き家に対する問題意識の醸成、発生抑制、適正な維持管理に関する

啓発を図ります。 

具体的には、町広報等での周知、空き家に関するセミナー等のイベントを通じた周

知、固定資産税等納税者に配布する資料や死亡届出提出時等での周知、増加する高齢

者にターゲットを絞った周知等、様々な機会を活用した周知に努めます。 

■本町の取組紹介 空き家発生抑制のため

の空き家セミナーの開催 

空き家の所有者ではない方を対象に「空

き家にしないことを目的とした「人の就活・

家の終活 〜空き家を増やさないために

〜」という空き家セミナーを開催しました。 

 

■他自治体の取組紹介 固定資産税納税通

知書への空き家対策に関するチラシの同

封（富山県砺波市） 

固定資産税の納税通知書、空き家等の適

正管理、利活用及び相続登記を促すチラシ

を同封しています。 

 

■他自治体の取組紹介 固定資産税納税通知書への空き家対策に関するチラシの同封 

（石川県輪島市） 

空き家になるかならないかを問わず、

死亡届提出時に空き家の管理に関する

啓発チラシを届出者に提供しています。 

できるだけ平易な文章になるように

し、現況写真、空き家の管理に関する啓

発チラシや空き家補助制度のチラシを

同封しています。 

 

 

 
資料（富山県砺波市、石川県輪島市）：空き家対策における事例集（令和 3 年 3 月）（国土交通省） 
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②住宅の長寿命化や建替え支援 

空き家になることを抑制するためには、リフォームや建替え、また、次世代や次の

住民への引継ぎを含め、誰かが現在の建物・土地に住み続けることが基本です。 

中古物件の循環利用の活性化も視野に入れ、また、耐震改修の推進も含め、住宅ス

トックの長寿命化や建替えに関する支援制度の活用を推進します。 

 

■本町の取組紹介 木造住宅の耐震化補助制度及び空き家リフォーム支援事業 

事業名 対象建築物等 補助限度額等 

木造住宅耐震診断

等事業 

・昭和 56年 5月 31 日以前に着工の木造住宅 

・階数が 3 階以下の木造住宅 

無料で利用可能 

木造住宅耐震補強

設計補助事業 

・昭和 56年 5月 31 日以前に着工の木造住宅 

・耐震診断評点が 1.0 未満の木造住宅 

180,000 円 

木造住宅耐震補強

補助事業 

・昭和 56年 5月 31 日以前に着工の木造住宅 

・耐震診断評点が 0.7 未満の木造住宅 

（耐震診断評点 1.0 以上とする補強工事） 

1,000,000 円 

木造住宅耐震リフ

ォーム補助事業 

・木造住宅耐震補強事業と同時に行うリフォーム工事

（性能向上目的のみ対象） 

600,000 円 

木造住宅簡易耐震

補強補助事業 

・昭和 56年 5月 31 日以前に着工の木造住宅 

・耐震診断評点が 0.7 未満の木造住宅 

（耐震診断評点 0.7 以上とする補強工事） 

300,000 円 

資料：東員町ホームページ 

https://www.town.toin.lg.jp/contents_detail.php?frmId=5303 

※令和４年度時点の内容 

 

③相続問題に関する支援 

所有者の急な死亡等により住宅の相続登記がなされず、相続人や管理者が不明と

なり、このことが管理不十分な空き家を発生させる一因になっています。今後は、相

続登記が義務化され管理者不明となる事態の発生は少なくなることが期待されるも

のの、高齢化社会が一層進むことから、こういった事由による空き家が増える可能性

もあります。 

そこで、所有者等が存命中のうちから、死亡等した場合の住宅等の管理・処分の方

法の決定や相続登記に向けた事前準備等についての相談窓口の開設や町広報等を利

用した意識啓発に努めます。 

また、生前または相続発生時に速やかに相続登記ができるよう、司法書士会等と連

携した無料相談会等の実施に努めます。 
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■他自治体の取組紹介 空き家に関する無料・随時相談体制の構築（伊勢市） 

令和元年 12月に、相続、活用等の空家等に関する専門的知識やノウハウを有する

「空き家ネットワークみえ」の構成団体との間で協定を締結し、随時、無料で相談で

きる体制を構築しました。三重県内では伊勢市の他、津市でも同様の取り組みが行わ

れています。 

 

 
資料：伊勢市ホームページ 

https://www.city.ise.mie.jp/kurashi/hikkoshi_sumai/akiya/1007953.html 

 

④転出・転入時に関する支援 

本町は、名古屋近郊のベッドタウンという側面も有していることから、所有者等の

町外への転勤も、空き家が増える要因となっています。 

そこで、転勤等により転出される際に、住宅の管理・利活用についての相談ができ

る体制の構築に努めます。 

一方で、転入される方や転入を希望される方に向けた借家・売家等の情報普及方法

についても、検討を進めます。 
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（3）適正管理のための施策 

空き家になった物件の適正管理のため、次の対策を推進します。 

 

①所有者等への啓発 

空き家になった建物は、住人がいないことから臨機応変に処置ができないこと等、

劣化・老朽化が進みやすい傾向にあります。また、劣化・老朽化により、近隣にも悪

影響を及ぼす可能性があります。 

空き家の適正な管理を促すため、空き家が近隣に及ぼす悪影響、管理の必要性や管

理方法（所有者ができること、外部の力を借りた管理方法）等を町広報等を通じて町

民等に広く周知します。 

 

②所有者以外による適正管理 

実際に所有者が住んでいない建物への来訪頻度は一般に高くなく、遠方に住んで

いる所有者もいることから、所有者のみでの適正な管理には限界があるケースもあ

ります。 

そこで、自治会等による所有者との話し合い・注意喚起を促す仕組み、所有者に代

わって管理する仕組みを検討します。 

また、民間会社・業界団体等の活用について周知する等の方策に取り組みます。 
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■他自治体の取組紹介 シルバー人材センターによる空き家の管理（埼玉県宮代町） 

年に数回の巡回や庭木の剪定、伐採、雑草の除草等の業務を公益財団法人宮代町シ

ルバー人材センターに委託し、空き家の適正管理ができるようにしています。 

項目 内容 

依頼できる 

内容 

空き家等の見回り、お庭の除草、樹木の伐採、植木の剪定、小修繕等 

料金の 

参考例 

・見回り：（年 4 回）10,000円（チェックリストで確認し写真送付等で報告） 

・除草：1 日当たり単価 5,600 円（別途事務費 7％十材料費） 

・樹木の伐採、植木の剪定、小修繕等：1 日当たり単価 7,560 円（別途事務費

7％十材料費） 

 

 
資料：宮代町ホームページ 

https://www.town.miyashiro.lg.jp/0000000747.html 
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③解体・除却のための支援制度 

空き家の老朽化が進み近隣に影響が及ばないよう、また、他の用途に土地を活用す

る場合には、建物を解体・除却する必要が生じます。 

しかしながら、解体・除却に要する費用の捻出や、税法上の特例措置が受けられな

くなるといった、所有者等には現状よりも不利な状況になることから、解体・除却が

進まないことが多く見られます。 

そこで、本町では、令和 3年度に「空家除却支援事業制度」を創設しました。今後

はその他の制度も含め、解体・除却のための支援制度の周知と活用促進に取り組みま

す。 

 

■本町の取組紹介 解体・除却のための支援制度 

事業名 対象建築物等 補助限度額等 

空家除却支援

事業 

・「特定空家等」または「不良空家」 

◇特定空家等とは 

・町が特定空家等の認定を行った建築物（ただし、特

措法第 14 条 3 項に規定する措置が命じられている

ものは除きます） 

◇不良空家とは 

・次の(1)～(3)のすべてを満たす建築物※注 1 

（1）1 年以上居住その他の使用がなされていないこ

とが常態であるもの 

（2）延べ床面積の 2 分の 1 以上が居住用として使用

されていたもの 

（3）構造等の腐朽または破損等により、著しく危険

性があり、居住することが不適当なもの 

 例：外壁や屋根等が大きく変形し、又はそれらを

貫通する穴が開いているもの 

 例：柱や梁が数か所で折れたり腐っているもの 

※注 1 空き家等の周囲に民家等又は道路、公園があ

り、そのまま放置すると破損等により周囲に対して

影響のあるもの。不良空家の除却については、町職

員による現地調査に基づき、不良空家に該当するか

どうかの判定を受ける必要があります。 

300,000 円 

木造空き家除

却補助事業 

・昭和 56年 5月 31 日以前に着工の木造住宅 

・耐震診断評点が 0.7 未満の木造住宅 

・おおむね 1 年以上空き家の住宅 

207,000 円 

資料：東員町ホームページ 

https://www.town.toin.lg.jp/contents_detail.php?frmId=5303 

※令和４年度時点の内容 
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④応急措置 

空き家の管理不全により、建築部材の飛散や庭木の倒木による被害等、切迫した現

時点での危機を回避することが必要な場合もあります。助言・指導、勧告、命令、代

執行による措置を行う時間的な余裕がない際には、必要最小限度の措置を講じる必

要があります。 

特措法に限らず、例えば建築基準法、消防法、道路法、災害対策基本法、災害救助

法等に基づき必要な措置が講じられる場合も考えられるため、あらかじめ応急措置

について広く庁内で検討し、必要時に応急措置を実施する法的根拠を整理し、実施す

る手順や体制を整備します。 

なお、所有者等を確知できない場合を除き、原則として措置の内容および費用の徴

収その他町長が必要と認める事項について、あらかじめ所有者等の同意を得るもの

とします。 

 

⑤財産管理人制度等の活用 

本町が所有者不明の特定空家等を除却する手段として、町が除却主体となる略式

代執行があります。しかしながら、略式代執行は、除却費用の回収が不確定であり、

跡地が未管理になる可能性があります。また、所有者が特定できないと除却費用が町

の負担になることや跡地が管理されないままになる可能性があります。加えて、所有

者から除却費用を回収することが難しい場合も考えられます。 

略式代執行に替わる代替手段として、所有者の所在が不明、死亡、または相続人が

存在せず、空き家が危険な状態で放置されている場合等は、町がその空き家の財産管

理人の選任の申し立てを行い、選任された財産管理人が所有者不明空き家を処分す

ることができる財産管理人制度があります。 

財産管理人制度は、除却後の跡地の売却費により除却費用等の回収可能性が高く、

跡地が利活用される可能性が高いというメリットがあります。 

そのため、略式代執行のみならず、老朽危険度が高い空き家については、財産管理

人制度を活用し、問題解決を図る方策を検討します。 
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（4）利活用のための施策 

空き家になった物件を利活用するため、次の対策を推進します。特に町や地域の活性

化という視点から町外からの移住や定住を促進するため、空き家の利活用を推進しま

す。 

 

①利活用のための相談制度の構築 

空き家の利活用のためにはノウハウが必要であり、所有者等が単独で検討・実践す

ることは、効率的・効果的ではないことが多いと考えられます。 

そこで、専門的な知識と情報を持つ関係団体と連携した相談制度の設立に向けた

検討を進め、所有者等が気軽に相談できる体制の構築を目指すこととします。特に町

外の所有者が約 6割を占めていることから、県や周辺市町と協力して、リモートによ

り相談できる機会や手法の実施を検討します。 

 

②「東員町空き家・空き地情報バンク制度」の充実 

本町には空き家の有効活用と定住促進による地域の活性化を図るため、「東員町空

き家・空き地情報バンク制度」を平成 20年 12月から開始し、町ホームページで周知

しています。しかしながら利用件数が少ないため、空き家・空き地情報バンク制度の

メリット等を打ち出し、空家等実態調査で把握した所有者に対し、郵送等で制度を周

知し、空き家所有者に対する認知度の向上を図ります。また、将来的に制度活用のメ

リットの向上を検討します。 

 

■本町の取組紹介 東員町空き家・空き地情報バンク制度 

項目 内容 

制度の目

的 

・東員町における空き家・空き地の有効活用と定住促進による地域の活性化を図る

ことを目的に情報提供を行うものです。 

制度の概

要 

・空き家・空き地を売却・賃貸したい方から申し込みを受け、その情報をホームペ

ージで公開します。 

・そして、購入・賃借したい方がみえたらご連絡し契約交渉していただく制度です。 

登録 

できる 

空き家・ 

空き地 

・個人が所有する東員町内の空き家・空き地（空き家・空き地となる予定のものも

含む）です。所有者が町外の方でも対象です。 

・ただし、法人が所有する物件や、市街化調整区域にある物件で建築できない土地

や、現在の所有者以外が使用できない建築物などは対象外です。 

町ホーム

ページで

公表され

る情報 

①所在地（大字又は丁目まで明記） 

②希望売却価格・賃料 

③概要（建築年月日、面積、間取り等） 

④設備（電気、ガス、水道等） 

⑤利用状況（空き家の放置年等） 

⑥主要施設までの距離 

⑦間取り図 

⑧概観写真 

⑨その他特記事項（ペットの飼育等） 

※物件所有者の住所・氏名・電話番号などの個人情報は、利用登録決定を受け、購

入・賃借希望があった方だけに提供します。 

契約交渉

について 

・町では、契約交渉に関する仲介は行いません。個人同士で契約交渉していただく

「直接交渉」、または業者へ仲介を依頼する「間接交渉」のいずれかを、登録申
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項目 内容 

契約交渉

について 

込のときに選択していただきます。 

・「間接交渉」を選択された場合は、業務協定を締結している㈳全日本不動産協会

三重県本部、㈳三重県宅地建物取引業協会の中から業者を選択してください。な

お、契約が成立したときは、業者への仲介手数料が発生します。 

※令和４年度時点の内容 

 

■他自治体の取組紹介 空き家バンクのメリットを打ち出す事例（大阪府和泉市） 

空き家バンク登録のメリットを打ち出すことにより、空き家バンクへの登録を促

しています。 

 

 
資料：和泉市ホームページ 

https://www.city.osaka-izumi.lg.jp/kakukano/dezainbu/kentikuzyu/gyoumu/akiya/1528941711797.html 
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■他自治体の取組紹介 空き家バンクの利用促進に関する制度（三重県内自治体） 

空き家バンク登録者にメリットが生まれるような制度が実施されています。 

 

自治体 名称 
対象者 

概要 
所有者 利用者 

尾鷲市 尾鷲市空き家

バンク利用促

進助成金制度 

●  ・尾鷲市空き家バンク制度における、物件

の登録を支援するとともに、空き家の利

活用を促進することを目的として創設 

・空き家に現存する家財道具等の搬出及び

処分に係る経費や、清掃・敷地内の樹木の

伐採に係る経費の一部を助成 

・1 物件につき 1 回限りとし、助成金の額は

1 件あたり 4 万円又は、実際にかかった

金額のいずれか低い額を助成 

紀宝町 空き家バンク

登録促進助成

金 

●  ・地域の空き家の空き家バンク登録を促し、

空き家の有効活用及び移住定住を促進す

るため、空き家バンクに登録する空き家

の清掃、改修費用の一部を支援 

・住宅環境整理清掃費用の場合：対象費用

の 1/2（上限 3 万円） 

・住宅改修の場合：対象費用の 1/3（上限 10

万円） 

紀北町 紀北町空き家

改修補助金 
 ● ・空き家バンクを通して空き家を購入し、

転入・転居した方（転入・転居予定の方も

含む）に対し、一定の条件を満たす場合

に、空き家の改修工事に要する費用の一

部を補助 

・工事に要した費用の 1/2 に相当する額（上

限 10 万円） 

 紀北町空き家

登録促進補助

金 

● ● ・空き家バンクに空き家を登録している方

又は空き家バンクを通して空き家を賃借

又は購入した方が、空き家の清掃等を紀

北町内の業者に依頼する場合に、その費

用の一部を補助 

・25,000 円（補助対象経費が 25,000 円を超

えない場合は、その額とする） 

資料：尾鷲市、紀宝町、紀北町ホームページ 

https://www.city.owase.lg.jp/0000012896.html 
https://www.town.kiho.lg.jp/tourism/migration/unoccupied_house_bank/sell/tourokusokusin/ 

https://www.town.mie-kihoku.lg.jp/kakuka/kikaku/kikakukakari/akiyabank/index.html 
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③利活用のための資金援助等（空き家を活用した移住・定住の促進） 

住宅としての利用や店舗等の他の用途への転換も含め、空き家を利活用する際に

は、初期投資が掛かることが一般的です。 

本町では、移住者向けの空き家のリフォームに関する新たな支援制度として、令和

3年度に「空家リフォーム支援事業」を創設しました。 

そのため、上記制度を含む、利活用のためのリフォームに対する助成制度を空き家

所有者に周知することにより、活用を推進し、本町への定住や移住の促進や地域の活

性化につなげていきます。 

更に、今後は利活用のための新たな制度やその他の費用面を含めた住み替え助成

等の検討に取り組みます。 

 

■本町の取組紹介 利活用のためのリフォームに対する助成 

事業名 対象建築物等 補助限度額等 

木造住宅耐震リ

フォーム補助事

業 

・木造住宅耐震補強事業と同時に行うリフォーム工事

（性能向上目的のみ対象） 

600,000 円 

空家リフォーム

支援事業 

以下をすべての要件を満たすこと 

・町内に存する空き家住宅（おおむね一年以上居住その

他の使用がなされていないことが常態であるもの）で

あること 

・補助対象者は、次のいずれかに該当する者であること。 

ア 移住者のうち、転入前にあっては完了実績報告日

までに転入届を提出する者 

イ 移住者のうち、転入後にあっては転入した日から

6 月以内に補助金の交付の申請を行う者 

ウ 移住者と売買契約または賃貸契約を交わした空

き家住宅の所有者 

※移住者とは、6 月以上町外に居住している者で、東

員町に令和 3 年 4 月１日以降に転入届を提出する

もの。 

・対象工事は、県内に本店、支店または営業所を有する

建設業者による改修工事で、補助金の交付の申請年度

内の 2 月末日までに完了するものであること 

・空家住宅リフォーム工事は、耐震基準を満たすもので

あること 

・補助金の交付月から起算して 10 年間住民登録を行う

者であること 

1,000,000 円 

資料：東員町ホームページ 

https://www.town.toin.lg.jp/contents_detail.php?frmId=5303 

※令和４年度時点の内容 

 

④公益的な目的での跡地活用の検討 

空き家の中には、利用される見込みがない空き家が発生する可能性があります。 

そのため、そのような空き家を除却し、跡地を地域に開放する公園・広場、災害時

に避難することできる空地や避難場所、地域に開放する公的駐車場といった公益的

な目的で活用することを検討します。 
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（5）「特定空家等」に関する取り組み 

特措法第 2 条 2 項に示される「特定空家等」に関しては、当該空き家が「特定空家

等」に該当するかについて十分な調査を行った上で協議会に諮ることとし、次の対策を

推進します。 

現時点で、「特定空家等」に認定されているものはありませんが、平成 28年度に定め

「特定空家等の判断基準」を踏まえ、必要に応じて、「特定空家等」の認定を行ってい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

①適切な管理が行われていない空き家の所有者等の事情把握 

空き家所有者等は当該空き家の所在地と異なる場所に居住していることから、自

らが所有する空き家の状態を把握していない可能性や、空き家を相続により取得し

た等の事情により、自らが当該空き家の所有者であることを認識していない可能性

等が考えられます。 

したがって、適切な管理が行われていない空き家について、まずは所有者等に連絡

を取り、当該空き家の現状を伝えるとともに、当該空き家に関する今後の改善方策に

対する考えのほか、処分や活用等についての意向等、所有者等の主張を含めた事情の

把握に努めます。 

②「特定空家等に対する措置」の事前準備 

「特定空家等」に該当する可能性があるものの、外観目視による調査だけでは詳し

い状況がわからない場合には、敷地内に立ち入って状況を観察し、建築物に触れる等

して詳しい状況を調べ、建物内部に立ち入って柱や梁等の状況を調べる立入調査を

実施します。 

また、この調査結果は、台帳等に整理し、関係部局間で情報共有します。 

③特定空家等の所有者等への助言又は指導 

町長は、「特定空家等」の所有者等に対して、当該「特定空家等」に関し、除却、

修繕、立木竹の伐採、その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよ

う「助言又は指導」をすることができます。 

④特定空家等の所有者等への勧告 

町長は、助言又は指導をした場合において、なお当該「特定空家等」の状態が改善

されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付

■空家等対策の推進に関する特別措置法 

（定義） 

第 2 条 

2 この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険

となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が

行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全

を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 
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けて、除却、修繕、立木竹の伐採、その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な

措置をとることを勧告することができます。 

⑤特定空家等の所有者等への命令 

町長は、勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかっ

た場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を

付けて、その勧告に係る措置を命ずることができます。 

⑥標識の設置・公示  

町長は、上記の措置を命じた場合には、当該命令に係る「特定空家等」に標識を設

置し、町広報への掲載やインターネットの利用、その他の適切な方法により、命令が

出ている旨を公示します。  

⑦戒告  

町長は、必要な措置を命じた場合において、その期限までに履行がなされないとき

は、代執行をなすべき旨をあらかじめその者に対して、文書で戒告します。 

⑧特定空家等に係る代執行 

町長は、必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者が履行しない

とき、履行しても十分でないとき、履行しても期限までに完了する見込みがないとき

は、行政代執行法の定めるところに従い代執行を行うことができます。 

⑨略式代執行・公告  

町長は、必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜ

られるべき者を確知することができないときは、その者の負担において、その措置を

自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができます。  

また、この場合は、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及び、その期限ま

でにその措置を行わないときは町長又はその命じた者若しくは委任した者がその措

置を行うべき旨をあらかじめ公告します。 
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6.2 町の地理的条件を活用した取り組みの手順 

「3.2 空き家対策の課題」で整理したとおり、本町の空き家率は、全国平均及び県内

自治体の平均よりも低く、また老朽危険度が高い空き家は少なく、特定空家等に認定され

た空き家はありません。空き家率が低い要因の 1つとして、本町が名古屋市に通勤可能な

位置にあり、町内において一定の住宅需要があることが考えられます。 

そのため、空き家については問題が深刻化しておらず、現状が悪化しないよう維持して

いく必要があります。 

現状を維持していくために、以下のような手順で施策に取り組んでいきます。 

まずは、第 1 歩の取り組みとして空き家の件数を現状からできるだけ増やさないため

に「発生抑制のための施策」を行います。 

その上で発生する空き家については、「実態把握のための施策」を行い、空き家の状況

を把握します。 

そして把握した老朽危険度の高い空き家を増加させないように「適正管理のための施

策」を行うとともに、空き家の減少を図るため、空き家の利活用や流通を促す「利活用の

ための施策」を行います。 

それでも十分な対応ができず、老朽危険度が高くなってしまった空き家については、特

定空家等の認定を検討することになります。 

上記の考え方に基づき、対策としてまず最初に必要な「発生抑制に関する施策」に早期

に取り組んでいきます。 

一方、特定空家等に関する取り組みについては、特定空家等に相当する空き家が発生し

て問題が顕在化した時点で、行政として可及的速やかに必要な措置をとることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 42 本町が考える施策の取り組みの手順 
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「発生抑制のための対策」の中では、特に「町民に対する意識啓発」と「相続問題に関

する支援」に第 1歩として取り組みます。 

「町民に対する意識啓発」としては、具体的には令和 4年度に開催した空き家セミナー

を令和 5 年度以降も引き続き開催する等イベントを通じた情報発信、空家等実態調査で

把握した所有者に対して空き家・空き地情報バンク制度に関する資料を郵送する等の情

報提供、固定資産税等納税者に配布する資料や死亡届出提出時等での周知等、様々な機

会を活用した周知に取り組みます。 

「相続問題に関する支援」としては、具体的にはワンストップ窓口の設置、町外所有者

に対するリモート相談の仕組みや体制等を検討します。これらの取り組みは適正管理や

利活用のための施策としても活用可能なものとします。町単独で実施が難しい場合は、県

や周辺市町との連携も視野に入れて検討します。 

  



66 

 

第 7章 推進体制 

本計画を効率的・効果的に実施するため、次のような推進体制で本計画を推進します。 

 

7.1 東員町空家等対策協議会 

本計画を実施していくためには、様々な角度からの判断が求められますが、民間の視点

や法律の専門知識を持った方の参画を得るため、東員町空家等対策協議会を組織してい

ます。 

表 10 東員町空家等対策協議会について 
項目 内容 

所掌事務 （1）空家等対策計画の策定及び変更に関すること。 

（2）空家等が特定空家等に該当するか否かの判断に関すること。 

（3）空家等の調査及び特定空家等と認められるものに対する立入調査の方針に関

すること。 

（4）特定空家等に対する措置の方針に関すること。 

（5）その他協議会において必要と認められる事項 

組織構成 ・委員は、10 名以内で組織し、町長のほか、次に掲げる者のうちから町長が委嘱

し、又は任命する。 

（1）地域住民の代表者 

（2）法務に関する有識者 

（3）不動産に関する有識者 

（4）建築に関する有識者 

（5）福祉に関する有識者 

（6）文化に関する有識者 

（7）町の職員 

（8）その他町長が必要と認める者 

  

7.2 ワンストップ窓口の設置 

町民や空き家所有者等に対しては、総合的に対応するためのワンストップ窓口を設け

ることを検討します。 

設けるにあたっては、必要に応じて県内の宅地建物取引士、建築士、不動産鑑定士、司

法書士、土地家屋調査士、建設関係者、税理士、行政書士の専門家の関係 8団体によって

平成 28年に設立された「空き家ネットワークみえ」等、外部団体との連携を検討します。 

 

7.3 庁内体制の構築 

空き家に関する事象は、時系列的な進行程度による複雑さや、個人の権利関係に及ぶこ

と等から、庁内においても、様々な部局が関係します。 

そのことから、まずは関係課による庁内連絡・調整会議を組織し、問題点・課題の洗い

出し、情報共有、連携した対策検討・実施等に取り組むこととします。 
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7.4 所有者、自治会、民間等との連携強化 

空き家問題を解決していくためには、行政で実施できる部分は限定的であり、所有者を

はじめとする個人や、自治会、不動産業界等が所有する情報や解決のノウハウを活用する

ことが効率的かつ効果的です。 

このことを踏まえ、所有者、自治会、不動産業界等と行政の連携を強化し、空き家の様々

な問題に対し柔軟に対応することができる仕組みづくりを検討します。 

 

7.5 他自治体との連携 

三重県では、空き家対策に取り組む市町の支援及び市町相互の連絡調整等を図るため

に、「三重県空き家等対策連絡会議」を開催し、情報提供や課題の検討等を実施していま

す。全体会議の他に、あらかじめテーマを選定して行う「特定テーマ検討部会」や三重県

の東紀州地域 5 市町と和歌山県側の生活圏が重複する市町で空き家問題の検討を行う地

域部会「紀南・東紀州空き家対策会議」を実施しています。 

「三重県空き家等対策連絡会議」を通じて、県内自治体等との情報交換、課題の検討を

行い、空き家対策の充実につなげます。 

 

 
図 43 三重県空き家等対策連絡会議 

資料：三重県ホームページ 

https://www.pref.mie.lg.jp/JUTAKU/HP/m0169100072.htm 
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空家等対策の推進に関する特別措置法 

(平成二十六年十一月二十七日) 

(法律第百二十七号) 

 

(目的) 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民

の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保

護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空

家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村(特別区を含む。第十条第二

項を除き、以下同じ。)による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進

するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に

推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

 

(定義) 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住

その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地(立木その他の土地

に定着する物を含む。)をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するも

のを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険と

なるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行

われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を

図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

 

(空家等の所有者等の責務) 

第三条 空家等の所有者又は管理者(以下「所有者等」という。)は、周辺の生活環境に悪影

響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

 

(市町村の責務) 

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家

等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるも

のとする。 

 

(基本指針) 

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施す

るための基本的な指針(以下「基本指針」という。)を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、

あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

 

(空家等対策計画) 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、

基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画(以下「空家等対策計画」という。)

を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
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一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等

に関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地(以下「空家等の跡地」という。)の活用の促進

に関する事項 

六 特定空家等に対する措置(第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二

項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の

規定による代執行をいう。以下同じ。)その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情

報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

 

(協議会) 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための

協議会(以下この条において「協議会」という。)を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長(特別区の区長を含む。以下同じ。)のほか、地域住民、市町村の議

会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必

要と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

(都道府県による援助) 

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関し

この法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技

術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならな

い。 

 

(立入調査等) 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等

を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うこ

とができる。 

２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該

職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることが

できる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場

所に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を

通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、

この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示

す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。 

 

(空家等の所有者等に関する情報の利用等) 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情
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報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行の

ために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のた

めに内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもの

のうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用

する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関す

るものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のため

に必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関

係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情

報の提供を求めることができる。 

 

(空家等に関するデータベースの整備等) 

第十一条 市町村は、空家等(建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は

賃貸するために所有し、又は管理するもの(周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適

切に管理されているものに限る。)を除く。以下第十三条までにおいて同じ。)に関するデ

ータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ず

るよう努めるものとする。 

 

(所有者等による空家等の適切な管理の促進) 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対

し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

 

(空家等及び空家等の跡地の活用等) 

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地(土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者

が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。)に関する情報の提供

その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

 

(特定空家等に対する措置) 

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置(そのまま放置すれ

ば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれ

のある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。)を

とるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等

の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予

期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要

な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る

措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当

の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命

じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及

び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人

に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対

し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措

置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わな

ければならない。 
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７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によっ

て命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に

規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証

拠を提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜら

れた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の

期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法(昭和二十三年法律第四十三号)

の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせる

ことができる。 

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその

措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき(過失がなくて第一項の助言若

しくは指導又は第二項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項に

定める手続により命令を行うことができないときを含む。)は、市町村長は、その者の負

担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせること

ができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期

限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者が

その措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

１１ 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土

交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

１２ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。

この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げて

はならない。 

１３ 第三項の規定による命令については、行政手続法(平成五年法律第八十八号)第三章

(第十二条及び第十四条を除く。)の規定は、適用しない。 

１４ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図

るために必要な指針を定めることができる。 

１５ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通

省令・総務省令で定める。 

 

(財政上の措置及び税制上の措置等) 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策

の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する

補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づ

く空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他

の措置を講ずるものとする。 

 

(過料) 

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の

過料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の

過料に処する。 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公

布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

(平成二七年政令第五〇号で、本文に係る部分は、平成二七年二月二六日から、ただし書に
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係る部分は、平成二七年五月二六日から施行) 

 

(検討) 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案

し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づい

て所要の措置を講ずるものとする。 
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東員町空き家・空き地情報バンク制度要綱 
平成２０年１２月１７日  

告示第７６号  

（目的）  

第１条 この要綱は、本町における空き家等の有効活用と定住促進による地域の活性化を

図るため、必要な事項を定めることを目的とする。  

 

（用語の意義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。  

(１) 空き家等 本町内に存在し、個人が所有する空き家又は空き地（空き家又は空き地

となる予定のものを含む。）であって、かつ空き家・空き地情報バンク制度における

情報提供の対象となるものをいう。 

(２) 所有者 当該空き家等に係る所有権又は賃借若しくは売却を行うことができる権

利を有する者をいう。  

(３) 空き家等登録者 空き家・空き地情報バンク制度の登録を受けた所有者をいう。 

(４) 利用希望者 地域住民の一員として本町内で定住し、又は交流するために空き家

等の購入又は賃借を希望する者をいう。 

(５) 利用登録者 空き家・空き地情報バンク制度の利用登録を受けた利用希望者をい

う。 

(６) 空き家・空き地情報バンク制度 空き家等に関する登録及び空き家等の利用希望

者に関する登録を通して、空き家等登録者及び利用登録者に対し、情報提供を行う

ことをいう。  

(７) 情報提供 空き家等及び利用登録者に関する情報で、空き家等登録者及び利用登

録者に対して有用なものを提供するとともに、空き家等及び利用登録者の登録情報

の一部を本町ホームページ等に掲載し周知することをいう。 

 

（制度運用上の注意）  

第３条 この要綱は、空き家・空き地情報バンク制度以外による空き家等の取引を規制する

ものではない。 

 

（空き家等の登録の申込等）  

第４条  空き家・空き地情報バンク制度による空き家等に関する登録を受けようとする所

有者（以下「申込者」という。）は、空き家・空き地情報バンク情報登録申込書（様式第

１号）に、空き家・空き地情報バンク情報登録カード（様式第２号）及び誓約書（様式第

３号）を添えて、町長に提出しなければならない。  

ただし、あっせん及び仲介等を目的とした空き家等に関する登録はできない。  

２  町長は、前項の規定による登録の申込みがあったときは、その内容を審査し、適切であ

ると認めるときは、東員町空き家・空き地情報バンク情報登録台帳に登録するものとする。  

３  町長は、前項の規定による登録をしたときは、その旨を空き家・空き地情報バンク（情

報登録・利用登録）決定通知書（様式第４号）により当該申込者に通知するものとする。  

４  町長は、第２項の審査に際し当該空き家等を調査することができる。 

５ 申込者は、前項の調査に協力するものとする。 

６ 町長は、第２項の規定による登録をしていない空き家等で、空き家・空き地等情報バン

ク制度に登録することが適当と認めるものは、当該所有者に対して同制度による登録を

勧めることができる。  

 

（情報等の登録拒否） 
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第５条 町長は、登録を希望する空き家等が次の各号のいずれかに該当する場合は、登録

を拒否することができる。 

(１) 法令等に違反している建築物又は土地 

(２) 市街化調整区域にある建築物で、現在の所有者以外の者が使用することのできな

いもの 

(３) 市街化調整区域にある土地で、建築物を建設できない土地 

(４) 法令で建築物が建設できない規制を受けている土地 

(５) その他町長が別に定めた建築物又は土地 

２ 町長は、申込者が次の各号のいずれかに該当する場合は、登録を拒否することができる。 

(１) 未成年者 

(２) 成年被後見人又は被保佐人で復権を得ない者 

(３) 法人でその役員又は営業所等の代表者のうち前２号のいずれかに該当する者のあ

るもの 

(４) その他町長が別に定めた者又は法人 

 

（空き家等に係る登録事項の変更の届出）  

第６条  空き家等登録者は、当該登録事項に変更があったときは、空き家・空き地情報バン

ク（情報台帳・利用登録台帳）登録事項変更等届出書（様式第５号）により、遅滞なくそ

の旨を町長に届け出なければならない。  

 

（空き家等情報台帳の登録抹消）  

第７条 町長は、空き家等登録者が次の各号のいずれかに該当するときは、空き家・空き地

情報バンク制度の登録を取り消すことができる。 

 (１) 当該空き家等に係る所有権その他権利に異動があったとき。 

 (２) 登録の取り消しを希望したとき。      

 (３) 空き家・空き地情報バンク制度の登録後、２年が経過したとき。ただし、改めて登

録の申込みを行うことにより再登録した場合は、この限りではない。 

(４) 空き家等の登録に関して不正や偽り等が判明したとき。           

(５) その他町長が適当でないと認めたとき。 

２ 町長は、前項の規定により空き家・空き地情報バンク制度の登録を取り消したときは、 

その旨を空き家・空き地情報バンク（情報登録・利用登録）抹消決定通知書（様式第６号）

により当該空き家等登録者に通知するものとする。 

３ 第１項第１号及び第２号に該当する場合においては、空き家等登録者は、空き家・空き

地情報バンク（情報台帳・利用登録台帳）登録事項変更等届出書（様式第５号）により、

登録の抹消の届出をしなければならない。 

 

（利用の登録）  

第８条  空き家・空き地情報バンク制度の登録を受けようとする利用希望者（以下「希望

者」という。）は、空き家・空き地情報バンク利用登録申込書（様式第７号）に、誓約書

（様式第８号）を添えて、町長に提出しなければならない。  

ただし、あっせん及び仲介等を目的とした利用登録はできない。  

２  町長は、前項の規定による登録の申込みがあったときは、希望者が次の各号のいずれ

かに該当した場合は東員町空き家・空き地情報バンク利用登録台帳に登録しなければな

らない。  

(１) 空き家等に定住又は空き家等を利用し、地域自治等に対する理解を深め、地域の

活性化に寄与しようとする者  

(２) その他町長が適当と認めた者  

３  町長は、前項の規定による登録をしたときは、その旨を空き家・空き地情報バンク（情

報登録・利用登録）決定通知書（様式第４号）により当該利用希望者に通知するものとす

る。  
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（利用登録者に係る登録事項の変更の届出）  

第９条 利用登録者は、当該登録事項に変更があったときは、空き家・空き地情報バンク（情

報台帳・利用登録台帳）登録事項変更等届出書（様式第５号）により、遅滞なくその旨を

町長に届け出なければならない。  

 

（空き家等利用登録台帳の登録抹消）  

第１０条  町長は、利用登録者が次の各号いずれかに該当するときは、当該登録を抹消す

るとともに、その旨を空き家・空き地情報バンク（情報登録・利用登録）抹消決定通知書

（様式第６号）により利用登録者に通知するものとする。  

(１) 空き家等の利用の目的等が第８条第２項の規定に該当しないこととなったとき。  

(２) 空き家等を利用することにより、公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそ

れがあると認められたとき。  

(３) 空き家・空き地情報バンク制度利用後、２年が経過したとき。ただし、改めて登録

の申込みを行うことにより再登録した場合は、この限りでない。 

(４) 申込みの内容に虚偽があったとき。  

(５) 利用登録者が登録の抹消の届出をしたとき。  

(６) その他町長が適当でないと認めたとき。  

 

(交渉の申込み及び通知） 

第１１条 空き家・空き地情報バンク制度に登録された空き家等の購入又は賃借について

交渉を希望する利用登録者は、交渉申込書（様式第９号）を町長に提出しなければなら

ない。 

２ 町長は、前項の規定による交渉申込書を受理したときは、その内容について審査し、

適切であると認めるときは、交渉申込通知書（様式第１０号）により当該空き家等登録

者に通知するものとする。この場合において、当該空き家等登録者の代理又は媒介を行

うものがある場合には、そのものに対しても同様に通知するものとする。 

３ 町長は、前項の通知をしたときは、交渉通知完了書（様式第１１号）により速やかに

当該利用登録者に通知するものとする。 

４ 第２項の通知を受けた当該空き家等登録者は、遅滞なく当該利用登録者と交渉を行

い、その結果については、交渉結果報告書（様式第１２号）により町長に報告しなけれ

ばならない。 

５ 町長は、空き家等登録者及び利用登録者に対して、空き家等に関する交渉及び賃貸借契

約又は売買契約について、直接これに関与できない。 

６ 契約等に関する一切の件については、当事者間でこれを解決するものとする。  

 

（個人情報の保護）  

第１２条 第４条第２項及び第８条第２項に規定する、登録台帳に保有する個人情報の取

扱いについては、東員町個人情報保護条例（平成15年東員町条例第23号）に定めるところ

による。  

 

（その他）  

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。  

 

附 則  

この要綱は、告示の日から施行する。 
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東員町空家等対策計画 
（令和５年３月改訂） 

 

東員町建設課 

 

〒511-0295 三重県員弁郡東員町大字山田 1600 番地 

電話 0594-86-2809 ファックス 0594-86-2852 

E-mail kensetu@town.toin.lg.jp 

ホームページ https://www.town.toin.lg.jp/ 
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